
 

 

 

 

 

高速道路利便施設等の連結 
 

 

 

 

 

実 施 要 領 
 

 

 

 

 

近畿地方整備局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

目  次 

 

１．はじめに ······················································· ４ 

（１）「高速道路利便施設等の連結」の概要 

（２）道路利便施設とは 

（３）事業形態 

（４）連結期間 

２．連結許可の手続について ········································· ６ 

（１）審査の実施方法 

（２）連結手続フロー 

（３）連結許可申請書の記載方法 

３．変更許可等の手続について ····································· ２２ 

（１）施設、連結形態等の変更手続 

（２）変更許可申請書の記載方法 

４．整備手法 ····················································· ２７ 

（１）通路等の事業区分 

（２）通路等の費用負担 

５．審査基準 ····················································· ２９ 

（１）施設内容、事業計画等に関する事項 

（２）連結位置に関する事項 

（３）通路その他の施設の構造基準に関する事項 

（４）通路の維持管理に関する事項 

６．道路法第２４条（承認工事）、第３２条（占用許可）に関する事項 ·· ４０ 

（１）道路法第２４条 

（２）道路法第３２条 

７．連結料の額の基準及び徴収方法について ························· ４５ 

（１）連結料の構成 

（２）連結料の算定方法 

（３）連結料の徴収方法 

（４）連結料の見直し 

８．連結許可条件に関する事項 ····································· ４８ 

（１）通路その他の施設の工事について 

（２）通路その他の施設の維持管理について 

（３）道路管理協力義務等について 

（４）連結料について 

（５）連結期間満了時等の措置について 

（６）その他 



 

９．その他 ······················································· ５１ 

（１）受委託に関する事項 

（２）監督処分及び許可の取消しについて 

（３）道路利便施設を閉鎖（廃業）する場合 

（４）交通管理者との協議 

１０．道路利便施設等関係法令 ····································· ５２ 

１１．ご相談窓口 ················································· ７２ 



 

１．はじめに 

（１）「道路利便施設等の連結」の概要 

平成１７年１０月１日に施行された「日本道路公団等の民営化に伴う道

路関係法律の整備等に関する法律」（平成１６年法律第１０１号）等によ

り、道路法、高速自動車国道法等の一部が改正され、道路管理者及び近畿

地方整備局長（以下、「道路管理者等」という。）の許可を受けて高速自動

車国道又は自動車専用道路（以下、「高速道路」という。）に連結すること

ができる施設（以下、「道路利便施設」という。）と、道路利便施設と高速

道路を連絡する通路等で、専ら当該施設の利用者の用に供することを目的

として設置する施設（以下、「通路等」という。以下、「道路利便施設」と

「通路その他の施設」を総称して「道路利便施設等」という。）に関する

規定等が整備されました。 

これにより、道路法、道路法施行令及び道路法施行規則において、自動

車専用道路に係る連結料の徴収に関する規定、連結位置に関する基準及び

道路利便施設等の構造に関する技術的基準等が規定され、高速道路への連

結に関する規定の整合が図られました。 

 
 
（２）道路利便施設とは 

道路利便施設とは、商業施設、レクリエーション施設等の集客施設で、その施設の利

用者のうち、相当数の方が当該高速道路を利用されると見込まれる施設のことをいいま

す。施設の新設・既設を問いません。 

典型的な業種の例としては、ショッピングセンター、遊園地等が想定されますが、具

体的には、本パンフレット末尾記載の「相談窓口」にご相談ください。 



 

（３）事業形態 
道路利便施設等を介して、高速道路と一般道路等との自動車の出入りを可能とす

るかどうかにより、「開放型」と「閉鎖型」の２種類の事業形態に分類されます。 
 

開放型 閉鎖型 

道路利便施設等を介して、高速道路と一般

道路等との自動車の出入りが可能なもの 

道路利便施設等を介して、高速道路と一般

道路等との自動車の出入りができないもの 

  

事業者の申請を受け、道路管理者等が連結

許可をすることになります。 

事業者の申請を受け、道路管理者等が連結

許可をすることになります。 

上図に示したように既存のサービスエリア、パーキングエリアに連結する場

合の他、高速道路本線に直接連結することも可能です。 

 

（４）連結期間 

連結期間は、連結許可の日から１０年以内とし、１０年を超える場合は、

１０年ごとに更新するものとします。 



 

２．連結許可の手続について 

（１）審査の実施方法 

 連結を計画するときは、まず相談窓口にご相談ください。 

 事業計画がある程度進んだ段階で、「連結申出書」を提出していただき

ます。その段階では、概略設計で十分です。（その後の審査の結果、連結

予定者に決定されれば、連結許可申請の段階で、詳細設計図面等を提出し

ていただきます。） 

 事業者からの申し出を受けて、道路管理者等において、道路利便施設と

高速道路を連結する通路や駐車場の構造等が客観的条件に適合している

かをチェックした上で、関係地方公共団体の意見を聴取し、さらに透明

性・公平性を確保するため、学識経験者等をメンバーとして設置した「第

三者委員会」の審議に付します。 

 開放型・閉鎖型とも第三者委員会の審議の結果を踏まえて、道路管理者

等が連結予定者を決定します。 

 ① 技術的基準等によるチェック 

 道路利便施設の通路や駐車場が政令・省令等に規定する客観的条件

（連結位置の基準、通路等の構造基準、通路等の維持管理基準）に適

合しているかをチェックします。 

 ② 関係地方公共団体からの意見聴取 

 道路利便施設等の連結について、地域経済への影響、まちづくり、

環境保全等の観点から、地域の意見を十分反映させるため、関係地方

公共団体の意見を聴取します。 

 ③ 第三者委員会への付議 

 開放型・閉鎖型とも第三者委員会は、原則として連結申出案件ごと

に開催します。申出書が提出された案件については、道路管理者等の

内部審査後、速やかに第三者委員会に付議されます。 

 ④ 申出状況の公表について 

 連結申出書の提出があったときは、相談窓口に連結場所及び施設の

種類を記載した書類を備えて、閲覧に付します。 

 また、申出状況に関するお問合せは、相談窓口において電話でも受

け付けます。 

 ⑤ 選定結果・理由の通知及び公表について 

 連結予定者の決定後、速やかに道路管理者等から申出者全員に選

定・非選定の結果及びその理由を通知します。 

 また、連結許可後に申出状況、事業者氏名・名称、選定結果、選定理

由を記載した書類を相談窓口に備え付けて、閲覧に付すこととします。 



 

（２）連結手続フロー 

自動車専用道路及び高速自動車国道の閉鎖型 高速自動車国道の開放型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

審査基準の公表 

申出書の提出 ※概略設計ベース 

（事業者→道路管理者等） 

技術的基準等によるチェック 

関係地方公共団体からの意見聴取 

第三者委員会の審議 

連結予定者の決定 

選定・非選定結果の通知 

連結許可申請の提出 ※詳細設計ベース 

公安委員会への協議 

連結許可 

選定結果・選定理由の公表 

審査基準の公表 

申出書の提出 ※概略設計ベース 

（事業者→道路管理者等） 

技術的基準等によるチェック 

関係地方公共団体からの意見聴取 

第三者委員会の審議 

連結予定者の決定 

選定・非選定結果の通知 

国土交通大臣による整備計画の策定 

連結許可申請の提出 ※詳細設計ベース 

公安委員会への協議 

連結許可 

選定結果・選定理由の公表 

高速道路利便施設の連結に関する情報提供 

連結手続きに関する 

スケジュール等の情報提供 

高速道路利便施設の連結に関する情報提供 

連結手続きに関する 

スケジュール等の情報提供 



 

（３）連結許可申請書の記載方法 

○ 道路法に基づく連結許可請（連結申出）書 

連結許可申請（連結申出）書 
 

（道路法第４８条の５の規定に基づき、）自動車専用道路と道路法第４８条の４第３号（又

は第２号）に掲げる通路その他の施設との連結の許可を申請します。（連結を希望します。） 

年  月  日 

（道路管理者） 

近畿地方整備局長 殿 

許可申請（申出）者住所 

                        氏名      印 

１．自動車専用道路の路線名 

２．連結位置 
 

３．連結予定施設 
 

４．連結を必要とする理由（連結予定施設が

道路利便施設に該当する理由を含む。） 

 

５．連結のために必要な工事に要する費用の

概算額 

 

６．工事着手予定年月日 年   月   日 

７．工事完了予定年月日 年   月   日 

８．連結する期間 
 

９．道路利便施設等の設計の概要  

１０．道路利便施設等の事業計画及び資金計画 
 

１１．通路その他の施設の交通量の見込み

及びその算出根拠 

 

１２．通路その他の施設の維持管理の計画 
 

１３．その他必要な事項 
 



 

記 載 要 領 

１． 申出（申請）者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所

の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を記載すること。 
２． 「連結位置」の欄には、地番まで記載すること。施工箇所が２以上の地

番にわたる場合には、起点と終点を記載すること。 
３． 「連結予定施設」の欄には、連結予定施設の種類（ショッピングセンタ

ー、展示場、テーマパーク等）及び名称を記載すること。 
４． 「連結を必要とする理由」の欄には、相当数の者が自動車専用道路を通

行して利用すると見込まれる利便施設に該当する理由を記載すること。 
５． 「工事に要する費用の概算額」の欄には道路利便施設（通路その他の施

設を含む。）に必要な全体工事の概算額約○○億円と記載する。 
６． 「道路利便施設等の設計の概要」の欄には、敷地面積、建築面積、駐車

場面積、駐車台数、通路の延長・幅員など道路利便施設等の主な緒元を記
載すること。 

７． 「道路利便施設等の事業計画及び資金計画」の欄には、道路利便施設等
の事業計画の概要及び資金計画（様式第○号）を記載すること。なお、連
結の更新を予定している場合は、全体の資金計画を記載すること。また、
通路その他の施設の工事費及び維持管理費の内訳書を提出すること。 

８． 「通路その他の施設の交通量の見込み及びその算出根拠」及び「通路そ
の他の施設の維持管理の計画欄」については、通路等を設置する場合のみ
記載すること。 

９． 「通路その他の施設の維持管理の計画」の欄には、維持管理の体制、通

路その他の施設の維持管理方法（巡回の頻度、主な点検項目、維持修繕の

内容、作業の実施期間、作業中の交通対策）、緊急時等における措置（交

通事故、渋滞、落下物、故障車両、災害時）、通路の開閉方法などを記載

すること。 

１０．「その他必要な事項」の欄には、次の事項を記載すること。 

① 道路法第４８条の４第２号に掲げる施設及び同条第３号に掲げる通

路その他の施設を設けることについて、都市計画法その他の法令によ

る許可、許可等を要する場合には、その手続の状況。 

② 道路利便施設等を経て自動車専用道路部から一般道路部に自動車が

出入りできる構造とするときには、当該一般道路等の路線名等。 



 

                                 様式第○号 

資 金 計 画 書 

１．収支計画 

                               （単位 千円） 

科  目 金  額 

収 入 

事 業 収 入  

その他の収入 

○ ○ ○ ○  

  計   

 

支 出 

工 事 費 通路建設費 

道路利便施設等建設費 

用 地 費 通路用地費 

道路利便施設等用地費 

附帯工事費 

維持管理費 

一般管理費 

借入金利息 

連 結 料 

○ ○ ○ ○  

  計   

 

利 益   

 



 

２．年度別資金計画 

                               （単位 千円） 

  ○年度 ○年度 ○年度 計 

支 出 

事 業 費 

 用 地 費 通路用地費 

       道路利便施設等用地費 

 工 事 費 通路工事費 

       道路利便施設等工事費 

附帯工事費 

維持管理費 

一般管理費 

借入金利息 

借入償還金 

連 結 料 

○ ○ ○ ○ 

計 

    

収 入 

自 己 資 金 

借 入 金 

○ ○ ○ ○ 

事 業 収 入 

その他の収入 

○ ○ ○ ○ 

計 

    

借入金の借入先      

 



 

○ 道路利便施設等の連結許可申請（申出）に係る提出書類一覧 

必 要 書 類 
連 結 

申出時 

連結許可 

申請時 

根拠法令 

（道路法施行規則） 

申請（申出）書類 

【記載事項】 

１ 自動車専用道路の路線名 

２ 連結位置 

３ 連結予定施設 

４ 連結を必要とする理由 

５ 連結のために必要な工事に要する費用の概算額 

６ 工事着手予定年月日 

７ 工事完了予定年月日 

８ 連結する期間 

９ 道路利便施設等の設計の概要 

・ 施設配置図（1/2500 以上） 

・ 駐車場計画図（1/500 以上） 

・ 通路主要構造物図 

（一般図・側面図・平面図1/500以上 

横断図1/200以上） 

・ 標識等配置計画図（1/1000 以上） 

・ 通路付属施設計画図（1/1000 以上） 

10 道路利便施設等の事業計画及び資金計画 

11 通路その他施設の交通量の見込み及びその算出

根拠 

12 通路その他の施設の維持管理の計画 

13 その他必要な事項 

・ 次に掲げる書類 

次のイ～ニのうちから選択 

イ 申請者が法人 

① 定款又は寄付行為 

② 法人の登記簿謄本 

③ 事業概要書並びに役員の名簿及び履歴書 

④ 直近３期分の貸借対照表・損益計算書及

びそれぞれの明細、並びに納税証明書 

⑤ 資格を要する業種にあってはその免許の

写し 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

第４条の１３の２第１号 

第４条の１３の２第２号 

第４条の１３の２第２号 

第４条の１３の２第３号 

第４条の１３の２第４号 

第４条の１３の２第５号 

第４条の１３の２第５号 

第４条の１３の２第６号 

第４条の１３の２第７号 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条の１３の２第８号 

第４条の１３の２第９号 

 

第４条の１３の２第１０号 

第４条の１３の２第１１号 

 



 

 

 

 

必 要 書 類 
連 結 

申出時 

連結許可

申 請 時 

根拠法令 

（道路法施行規則） 

ロ 申請者が法人を設立しようとするもの 

① 定款又は寄付行為 

② 発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書 

③ 設立しようとする法人が株式会社又は

有限会社であるときは株式の引受又は募集の

計画書 

ハ 申請者が法人格なき組合 

① 組合契約書の写し 

② 組合員の名簿及び履歴書 

③ 組合の資産目録 

④ 直近３期分の決算関係書類に該当するも
の及び納税証明書 

⑤ 資格を要する業種にあってはその免許の
写し 

ニ 申請者が個人 

① 戸籍抄本又はこれに類する書類 

② 履歴書 

③ 資産目録 

④ 直近３期分の納税証明書の写し 

添付図面 

① 位置図 

・位置図（1/50000 以上） 

② 平面図 

・通路平面図（1/1000 以上） 

③ 縦断図 

・通路縦断図 

（水平方向1/500以上、垂直方向1/100以上） 

④ 横断定規図 

・通路横断定規図（1/100以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条の１３の２ 



 

添付図面で明示すべき事項 

図面の種類 明示すべき事項 

イ 位置図 
縮尺、方位、道路利便施設等の位置及び目標となる地物、隣接す

る連結施設・休憩施設・乗合旅客自動車停留施設 

ロ 施設配置図 

縮尺、方位、地形、道路利便施設等及び通路等の敷地の境界、予

定建築物等の敷地の形状と用途、通路の位置及び形状、通路主要

構造物の位置及び形状 

ハ 通路平面図 

縮尺、方位、地形、通路等が連結する高速道路の位置、通路の中

心線の線形要素、測点（測点は１０メートルごととし測点番号は

１００メートルごとに一連番号をつける）、変速車線、屈折車線、

非常駐車帯、橋梁の位置・形式・幅員・延長・橋脚の位置、トン

ネルの位置・延長、横断構造物の形式・幅員・高さ・延長、側道・

付替道路水路の幅員・延長、擁壁・特殊法面工の高さ・延長又は

面積、用地幅線 

ニ 通路縦断図 

縮尺、縦断線形及び地盤線、測点、橋梁・トンネル・横断構造物

の位置・形式・幅員・延長、交差道路・鉄道・河川等の物件の位

置及び高さ、縦断線形要素の数値 

 

ホ 通路横断定規図 

縮尺、通路の幅員構成、舗装断面構成、中央分離帯及び路肩構造、

法面勾配、（切土、盛土、橋梁、トンネル、付加車線区間等幅員

構成の異なるごとに作成） 

ヘ 通路主要構造物図 

縮尺、橋・高架橋、跨道橋、函渠等通路を構成する主要な構造物

の一般図（側面図、横断図、平面図、土質柱状図、河川・道路等

の交差位置及び建築限界、設計条件、主要材料の許容応力度） 

ト 駐車場計画図 縮尺、方位、駐車ます、駐車場内通路 

チ 標識等配置計画図 縮尺、方位、配置する標識等の位置、型式及び標示 

リ 通路付属施設計画図 縮尺、区画線、防護柵、視線誘導標、照明施設の位置・型式 

 



 

○ 高速自動車国道法に基づく連結許可申請（連結申出）書 

 

連結許可申請（連結申出）書 
 

（高速自動車国道法第１１条の２の規定に基づき、）高速自動車国道と高速自動車国道法第１１条

第３号（又は第２号）に掲げる通路その他の施設との連結の許可を申請します。（連結を希望します。） 

年  月  日  

 

近畿地方整備局長 殿 

許可申請（申出）者住所 

氏名    印 

１．高速自動車国道の路線名  

２．連結位置  

３．連結予定施設  

４．連結を必要とする理由（連結予定施設

が道路利便施設に該当する理由を含む。） 
 

５．連結のために必要な工事に要する費用

の概算額 
 

６．工事着手予定年月日    年   月   日 

７．工事完了予定年月日    年   月   日 

８．連結する期間  

９．道路利便施設等の設計の概要  

１０．道路利便施設等の事業計画及び資金計画  

１１．通路その他の施設の交通量の見込

み及びその算出根拠 
 

１２．通路その他の施設の維持管理の計画  

１３．その他必要な事項  

 

 



 

記載要領 

 

１． 申出（申請）者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所

の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名を記載すること。 

２． 「連結位置」の欄には、地番まで記載すること。施工箇所が２以上の地

番にわたる場合には、起点と終点を記載すること。 

３． 「連結予定施設」の欄には、連結予定施設の種類（ショッピングセンタ

ー、展示場、テーマパーク等）及び名称を記載すること。 

４． 「連結を必要とする理由」の欄には、相当数の者が自動車専用道路を通

行して利用すると見込まれる利便施設に該当する理由を記載すること。 

５． 「工事に要する費用の概算額」の欄には道路利便施設（通路その他の施

設を含む。）に必要な全体工事の概算額約○○億円と記載する。 

６． 「道路利便施設等の設計の概要」の欄には、敷地面積、建築面積、駐車

場面積、駐車台数、通路の延長・幅員など道路利便施設等の主な緒元を記載

すること。 

７． 「道路利便施設等の事業計画及び資金計画」の欄には、道路利便施設等

の事業計画の概要及び資金計画（様式第○号）を記載すること。なお、連結

の更新を予定している場合は、全体の資金計画を記載すること。また、通路

その他の施設の工事費及び維持管理費の内訳書を提出すること。 

８． 「通路その他の施設の交通量の見込み及びその算出根拠」及び「通路そ

の他の施設の維持管理の計画欄」については、通路等を設置する場合のみ記

載すること。 

９． 「通路その他の施設の維持管理の計画」の欄には、維持管理の体制、通

路その他の施設の維持管理方法（巡回の頻度、主な点検項目、維持修繕の内

容、作業の実施期間、作業中の交通対策）、緊急時等における措置（交通事

故、渋滞、落下物、故障車両、災害時）、通路の開閉方法などを記載するこ

と。 

１０． 「その他必要な事項」の欄には、次の事項を記載すること。 

① 高速自動車国道法第１１条第２号に掲げる施設及び同条第３号

に掲げる通路その他の施設を設けることについて、都市計画法その

他の法令による許可、許可等を要する場合には、その手続の状况。 

② 道路利便施設等を経て自動車専用道路部から一般道路部に自動

車が出入りできる構造とするときには、当該一般道路等の路線名等。 



 

様式第〇号 

資 金 計 画 書 

１．収支計画 

                              （単位 千円） 

科 目 金 額 

収 入 

事 業 収 入 

その他の収入 

○ ○ ○ ○ 

   計    

 

支 出 

工 事 費 通路建設費 

       道路利便施設等建設費 

用 地 費 通路用地費 

       道路利便施設等用地費 

附 帯 工 事 費 

維 持 管 理 費 

一 般 管 理 費 

借 入 金 利 息 

連 結 料 

○ ○ ○ ○ 

   計    

 

利 益   

 



 

２．年度別資金計画 

（単位 千円） 

  ○年度 ○年度 ○年度 計 

支 出 

事 業 費 

用 地 費 通路用地費 

道路利便施設等用地費 

工 事 費 通路工事費 

       道路利便施設等工事費 

附帯工事費 

維持管理費 

一般管理費 

借入金利息 

借入償還金 

連 結 料 

○ ○ ○ ○ 

  計   

    

収 入 

自 己 資 金 

借 入 金 

○ ○ ○ ○ 

事 業 収 入 

その他の収入 

○ ○ ○ ○ 

  計   

    

借入金の借入先      

 



 

○ 道路利便施設等の連結許可申請（申出）に係る提出書類一覧 

必 要 書 類 
連 結 

申出時 

連結許可

申請時 

根拠法令 

（高速自動車国道法施行規則） 

申請（申出）書類 

【記載事項】 

１ 高速自動車国道の路線名 

２ 連結位置 

３ 連結予定施設 

４ 連結を必要とする理由 

５ 連結のために必要な工事に要する費用の概算額 

６ 工事着手予定年月日 

７ 工事完了予定年月日 

８ 連結する期間 

９ 道路利便施設等の設計の概要 

・ 施設配置図（1/2500以上） 

・ 駐車場計画図（1/500以上） 

・ 通路主要構造物図 

（一般図・側面図・平面図1/500以上 

横断図1/200以上） 

・ 標識等配置計画図（1/1000以上） 

・ 通路付属施設計画図（1/1000以上） 

10 道路利便施設等の事業計画及び資金計画 

11 通路その他の施設の交通量の見込み及びその算出

根拠 

12 通路その他の施設の維持管理の計画 

13 その他必要な事項 

・ 次に掲げる書類 

次のイ～ニのうちから選択 

イ 申請者が法人 

① 定款又は寄付行為 

② 法人の登記簿謄本 

③ 事業概要書並びに役員の名簿及び履歴書 

④ 直近３期分の貸借対照表・損益計算書及びそれ

ぞれの明細、並びに納税証明書 

⑤ 資格を要する業種にあってはその免許の

写し 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

第２条第１号 

第２条第２号 

第２条第２号 

第２条第３号 

第２条第４号 

第２条第５号 

第２条第５号 

第２条第６号 

第２条第７号 

 

 

 

 

 

 

 

第２条第８号 

第２条第９号 

 

第２条第１０号 

第２条第１１号 

 



 

 

必 要 書 類 
連 結 

申出時 

連結許可

申 請 時  

根拠法令 

（高速自動車国道法施行規則） 

ロ 申請者が法人を設立しようとするもの 

① 定款又は寄付行為 

② 発起人、社員又は設立者の名簿及び履歴書 

③ 設立しようとする法人が株式会社又は有

限会社であるときは株式の引受又は募集の

計画書 

ハ 申請者が法人格なき組合 

① 組合契約書の写し 

② 組合員の名簿及び履歴書 

③ 組合の資産目録 

④ 直近３期分の決算関係書類に該当する

もの及び納税証明書 

⑤ 資格を要する業種にあってはその免許の

写し 

ニ 申請者が個人 

① 戸籍抄本又はこれに類する書類 

② 履歴書 

③ 資産目録 

④ 直近３期分の納税証明書の写し 

添付図面 

① 位置図 

・ 位置図（1/50000以上） 

② 平面図 

・ 通路平面図（1/1000以上） 

③ 縦断図 

・ 通路縦断図 

（水平方向1/500以上、垂直方向1/100以上） 

④ 横断定規図 

・ 通路横断定規図（1/100以上） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2 条 

 



 

添付図面で明示すべき事項 

図面の種類 明示すべき事項 

イ 位置図 
縮尺、方位、道路利便施設等の位置及び目標となる地物、隣接

する連結施設・休憩施設・乗合旅客自動車停留施設 

ロ 施設配置図 

縮尺、方位、地形、道路利便施設等及び通路等の敷地の境界、

予定建築物等の敷地の形状と用途、通路の位置及び形状、通路

主要構造物の位置及び形状 

ハ 通路平面図 

縮尺、方位、地形、通路等が連結する高速道路の位置、通路の

中心線の線形要素、測点（測点は１０メートルごととし測点番

号は１００メートルごとに一連番号をつける）、変速車線、屈

折車線、非常駐車帯、橋梁の位置・形式・幅員・延長・橋脚の

位置、トンネルの位置・延長、横断構造物の形式・幅員・高さ・

延長、側道・付替道路水路の幅員・延長、擁壁・特殊法面工の

高さ・延長又は面積、用地幅線 

ニ 通路縦断図 

縮尺、縦断線形及び地盤線、測点、橋梁・トンネル・横断構造

物の位置・形式・幅員・延長、交差道路・鉄道・河川等の物件

の位置及び高さ、縦断線形要素の数値 

ホ 通路横断定規図 

縮尺、通路の幅員構成、舗装断面構成、中央分離帯及び路肩構

造、法面勾配、（切土、盛土、橋梁、トンネル、付加車線区間

等幅員構成の異なるごとに作成） 

ヘ 通路主要構造物図 

縮尺、橋・高架橋、跨道橋、函渠等通路を構成する主要な構造物

の一般図（側面図、横断図、平面図、土質柱状図、河川・道路等

の交差位置及び建築限界、設計条件、主要材料の許容応力度） 

ト 駐車場計画図 縮尺、方位、駐車ます、駐車場内通路 

チ 標識等配置計画図 縮尺、方位、配置する標識等の位置、型式及び標示 

リ 通路付属施設計画図 縮尺、区画線、防護柵、視線誘導標、照明施設の位置・型式 

 



 

３．変更許可等の手続について 

（１）施設、連結形態等の変更手続 

道路利便施設等を譲渡するとき、通路等の構造を変更するとき、道路利便施設等の

種類又は規模を変更するとき、その他連結許可申請書（添付書類を含む。）の記載事項

に変更を生じるときには、連結許可、変更許可、承認又は届出が必要になります。 

 

区分 変更内容 手続き 備考 

施設の譲渡 

（施設の種類又は

規模の変更なし） 

施設の全部譲渡 承 認 
道路法第４８条の９ 

高速自動車国道法第１１条の６ 

施設の一部譲渡 
譲渡の形態により連結許

可又は承認が必要となる 
― 

相続・合併 一般承継人による地位

の承継 
届 出 

道路法第４８条の８ 

高速自動車国道法第１１条の５第２項 

施設の連結形態の

変更 

閉鎖型を開放型に変更 
連結許可 

道路法第４８条の５第３項 

高速自動車国道法第１１条の２第４項 

通路・駐車場の構造

変更 

幅員、線形若しくは勾配

又は駐車場の規模若し

くは構造の変更を伴う

もの 

変更許可 
道路法第４８条の５第３項 

高速自動車国道法第１１条の２第５項 

上記以外の変更を伴う

もの 
届 出  

施設の種類又は規

模の変更 

施設の種類又は規模を

変更 
連結許可  

 



 

（２）変更許可申請書の記載方法 

○道路法に基づく連結変更許可申請 

 

変更許可申請書 

 道路法第４８条の４第２号に掲げる道路利便施設の変更／同法第３号に掲げる通路その他の施設の

構造を変更したいので、同法第４８条の５第３項の規定に基づき、許可を申請します。 

 年 月 日 

（道路管理者） 

近畿地方整備局長 殿 

許可申請（申出）者住所 

氏名      印 

１．変更しようとする事項 
 

２．変更を必要とする事項 
 

３．工事着手年月日 年  月  日 

４．工事完了年月日 
年  月  日 

 



 

○ 利便施設等又は通路等の変更許可申請に係る提出書類一覧 

必 要 書 類  
根拠法令 

（道路法施行規則） 

変更許可申請書 

【記載事項】 

１ 変更しようとする事項 

※ 変更しようとする事項により下記の書類のうち必要なものを

添付 

・ 通路主要構造物図（一般図・側面図・平面図 1/500 以上 

横断図1/200 以上） 

・ 標識等配置計画図（1/1000 以上） 

・ 道路付属施設計画図（1/1000 以上） 

・ 駐車場計画図（1/500 以上） 

２ 変更を必要とする理由 

３ 工事着手予定年月日 

４ 工事完了予定年月日 

第４条の１３の５第１号 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条の１３の５第２号 

第４条の１３の５第３号 

第４条の１３の５第３号 

添付図面 

※ 変更しようとする事項により下記の図面のうち必要なものを

添付 

① 平面図 

・ 通路平面図（1/1000 以上） 

② 縦断図 

・ 通路縦断図（水平方向1/500以上、垂直方向1/100以上） 

③ 横断定規図 

・ 通路横断定規図（1/100 以上） 

第４条の１３の５ 

 



 

○高速自動車国道法に基づく連結変更許可申請 

 

変更許可申請書 

 高速自動車国道法第１１条第２号に掲げる道路利便施設の変更／同法第３号に掲げる通路その他の

施設の構造を変更したいので、同法第１１条の２第５項の規定に基づき、許可を申請します。 

年  月  日 

 

近畿地方整備局長 殿 

許可申請（申出）者住所 

氏名     印 

１．変更しようとする事項 
 

２．変更を必要とする事項 
 

３．工事着手年月日 年  月  日 

４．工事完了年月日 
年  月  日 

 



 

○ 利便施設等又は通路等の変更許可申請に係る提出書類一覧 

必 要 書 類 
根拠法令 

（高速自動車国道法施行規則） 

変更許可申請書 

【記載事項】 

１ 変更しようとする事項 

※ 変更しようとする事項により下記の書類のうち必要なものを

添付 

・ 通路主要構造物図（一般図・側面図・平面図 1/500 以上 

横断図 1/200 以上） 

・ 標識等配置計画図（1/1000 以上） 

・ 道路付属施設計画図（1/1000 以上） 

・ 駐車場計画図（1/500 以上） 

２ 変更を必要とする理由 

３ 工事着手予定年月日 

４ 工事完了予定年月日 

 

 

第６条第１号 

 

 

 

 

 

 

 

第６条第２号 

第６条第３号 

第６条第３号 

添付図面 

※ 変更しようとする事項により下記の図面のうち必要なものを添
付 

① 平面図 

・ 通路平面図（1/1000 以上） 

②  縦断図 

・ 通路縦断図（水平方向 1/500 以上、垂直方向 1/100 以上） 

③ 横断定規図 

・ 通路横断定規図（1/100以上）  

第６条 

 

 

 



 

 

４．整備手法 

（１）通路等の事業区分 

高速道路と連結する通路の整備にあたり、既存の高速道路区域や一般道路区域に関連施設の設置が必要となったり、その施設の性格から高速道路区域に編入し、

道路管理者が維持管理を行うべきものがあります。その整備手法等について下表に示します。 

 

 

※１ 敷地については、道路管理者の判断により、無償借地も可能。 

 

 

区 域 項目 手続き 
整 備 手 法 備   考 

（財産の帰属等） 建  設 維持管理 

通 路 

①通路本体及び駐車場（土工、舗装、構造物等） 

― 

事業者 

（費用は事業者の

負担となります。） 

事業者 

（費用は事業者の負

担となります。） 

事業者 

②通路に設置する標識・照明等の附属施設 

③高速道路区域内

に設置する通路 

高速道路を横過する橋梁

等 
道路占用許可 

（道路法第３２条） 

 

事業者 

（費用は事業者の 

負担となります。） 

事業者 

（費用は事業者の負

担となります。） 

事業者 

高速道路と交差するカル

バートボックス 
承認工事 

（道路法第２４条） 

 

事業者 

（費用は事業者の

負担となります。） 

道路管理者 

（連結料で費用微収） 

道路管理者 

（敷地部分も含む） ※１ 

④一般道路区域内に設置する通路 

（一般道路を横過する構造物） 
道路占用許可 

（道路法第３２条） 

 

事業者 

（費用は事業者の

負担となります。） 

事業者 

（費用は事業者の負

担となります。） 

事業者 

高速 

道路 

区 域

編 入

又 は

既 存

区域 

⑤高速道路と通路の取付部分 

（加速・減速車線等） 

※高速道路本線はランプの改良が必要となる

ときもあります。 

承認工事 

（道路法第２４条） 

事業者 

（費用は事業者の

負担となります。） 

道路管理者 

（連結料で費用微収） 

道路管理者 

（敷地部分も含む） ※１ 

⑥高速道路に設置する標識・情報板・照明等の附

属施設 

※高速道路の既存施設の改良が必要となると

きもあります。 

一般 

道路 

既存 

区域 

⑦一般道路に設置する標識・情報板等の附属施設 

※開放型において設置するとき 



 

（２）通路等の費用負担 

通路等の建設費、維持管理費、改良工事費（施設更新含む）等、連結に要する費用はすべて事業者の負担とします。 

 

 
 

 

 



 

５．審査基準 

（１）施設内容、事業計画等に関する事項 

① 申出者、施設内容としての欠格事由 
イ 事業者である法人の役員（事業者が個人の場合は当該個人）が以下に該当するもの 

・ 成年被後見人又は被補佐人 

・ 破産者で復権を得ない者 

・ 禁固以上の刑に処され、その刑の執行を終わり、又は刑の執行を受けることがな

くなった日から５年を経過しない者 

・ 道路法等の悪質な違反者 

・ 現に道路管理者等と係争中の者 

（例） 事故等により道路を損傷したことについて原因者負担金納付命令を受

けたにもかかわらず、原因者負担金を滞納している者 

（例） 車両制限令違反を重ねている者 

ロ 事業者である法人が以下に該当する者 

・ 道路法等の悪質な違反者 

ハ 営業の実態からみて社会的批判を受けるおそれのあるもの 

② 事業者及び事業計画について、次の３つの観点から評価を行うこととします。 

 

 イ 事業者の資力・信用及び事業の安定性 

 ロ 地域との調和 

 ハ 利用者の利便性 

 ニ 道路への収益還元 

 



 

 

イ 事業者の資力・信用及び事業の安定性 

（着眼点） 

１．事業経験・銀行取引状況 

     ・ 事業経験（※） 

     ・ 銀行取引状況 

    ２．業界事情と業界内地位 

     ・ 業界内ランク 

 ・ 株式の公開 

     ・ 業界の売上高等の伸び率 

    ３．成長性・収益性・安全性 

     ・ 成長性【売上高、利益水準（営業利益、経常利益）】 

     ・ 収益性【利益率水準（売上高経常利益率、総資本経常利益率）、経営効率（総資産

回転期間、固定資産回転期間）】 

     ・ 安全性【流動比率、固定比率、自己資本比率】 

    ４．事業計画の安定性 

     ・ 営業開始後の銀行借入必要期間 

     ・ 当該事業の利益率 

 ・ 投資回収期間 

     ・ 総資産に対する計画投資額の割合 

    ５．その他 

※ 事業経験に着眼する場合、商法（合併・分割等）やその他、法に基づき前法人より

事業継承した法人については、前法人における事業年数も考慮するものとします。 

ロ 地域との調和 

  （着眼点） 

・ 地元の事業者が営業者となるか。 

    ・ 地元のまちづくり計画と整合しているか。 

    ・ 一般道の交通に悪影響を与えていないか。 

    ・ 地元の人がどの程度利用するか。 

    ・ 立地について騒音・振動等近隣状況に支障はないか。 

    ・ 周辺の景観との調和はどうか。 

    ・ 緑化、省エネ、省資源等環境対策に積極的に取り組んでいるか。 

    ・ 立地の見通しはどうか。 

    ・ その他 

 

 



 

ハ 利用者の利便性 

（着眼点） 

    ・ 営業時間はどうか。 

    ・ 公衆トイレの設置状況はどうか。 

    ・ バリアフリーに対する対応はなされているか。 

    ・ 道路案内等の情報提供を行うか。 

    ・ 利用者ニーズが高いか。 

    ・ 複数業種のテナントにより多様なサービスが提供されるか。 

    ・ 商品（アイテム数、地域指向の品揃え等）の取扱いは充実しているか。 

    ・ 施設の利用者の範囲が限定されないか。 

    ・ 高速道路利用者に独自の創意工夫によるサービスの提供が図られるか。 

    ・ 近傍の道路サービス施設（サービスエリア・パーキングエリアの休憩所

等）と競合しないか 

    ・ その他 

 



 

（２）連結位置に関する事項 

  ① 高速道路本線に連結する場合 

   （ア）連結位置の間隔（インターチェンジ等との離隔距離） 

     ジャンクション、インターチェンジ、サービスエリア、パーキングエリア、バスス

トップ、トンネル及び他の道路利便施設の通路に近接して、通路を連結しようとする

場合は、安全かつ円滑な本線の交通に支障を及ぼさないようにしなければなりません。 

     なお、高速自動車国道の場合は、ジャンクション、インターチェンジ、サービス

エリア、パーキングエリア及び他の道路利便施設の通路とは２Ｋｍ以上間隔（テー

パー端間）するものとします。 

 
 

   （イ）連結位置における高速道路本線の幾何構造 

     通路の連結は、高速道路本線の平面曲線半径、縦断勾配、縦断曲線半径の値が、

一定の値以上確保されている位置に限ります。「設計便覧（案）」（近畿地方整備局）

に準ずるものとします。 

 

 



 

② サービスエリア・パーキングエリアに連結する場合 
  サービスエリア・パーキングエリアの駐車場への通路の連結（（ア）及び
（イ））は、サービスエリア・パーキングエリアを利用する自動車及び人
の流れに支障を及ぼさないと判断される場合に限り認められます。 

なお、通路の取付け位置は、 

（ア）サービスエリア・パーキングエリアの駐車場に連結し、１箇所で出入りするケース 

（イ）サービスエリア・パーキングエリアの駐車場に連結し、入口と出口を分離するケース 

（ウ）サービスエリア・パーキングエリアのランプに連結するケース 

基本的に以上の３ケース（下図参照）が考えられます。 

 

通路の取付け位置の決定にあたっては、サービスエリア・パーキングエリアの利用形態

（混雑度、駐車マスや車路の配置、施設全体のレイアウト、自動車と人の動線等）、改築

計画の有無及び通路の利用交通（交通量、車種）等から、次の事項に十分留意しなくては

なりません。 

・通路を出入りする交通により、渋滞が発生するなど、著しい混雑とならないこと。 

・通路への円滑な誘導が可能なこと。 

・自動車の動線が輻輳する等、交通の混乱を生じさせないこと。 

・歩行者の安全が確保されること。 

また、ランプと通路を連結させる場合は、高速道路本線とランプとの接続端（ノーズ）

と、ランプと通路の接続端（ノーズ）とは６０ｍ以上、ランプと通路との接続端とサー

ビスエリア・パーキングエリアの駐車場とは４０ｍ以上離隔するものとします。 

 

 



 

  ③ インターチェンジに連結する場合 

 （ア）インターチェンジの利用交通に支障を及ぼさないよう、取付けの位

置を決めなくてはなりません。 

 （イ）ランプと通路を連結させる場合は、高速道路本線とランプとの接続端（ノーズ）

と、ランプと通路との接続端（ノーズ）とは６０ｍ以上離隔するものとします。 

 
 

  ④ 本線交通への影響 

   ①、②、③の各基準に適合するほか、本線交通へ著しい影響を及ぼすこ

とがないと判断されるときに限って連結が認められます。たとえば、重交通

路線において、多くの誘発事故が発生し、現況の本線交通混雑を助長するお

それがあるような規模の大きい利便施設等の連結は認められません。 

 

 



 

（３）通路その他の施設の構造基準に関する事項 

  ① 通路の構造基準の適用範囲 

通路の構造基準の適用範囲は、高速道路から道路利便施設の駐車場までとします。ただし、

開放型の場合で、駐車場内の車路が一般交通の用に供する（不特定多数の者が高速道路と一般

道路等の間で出入りができる。）場合には、高速道路から一般道路等までを適用範囲とします。 

形 態 開 放 型 閉 鎖 型 

概要図 

 
 

 

② 通路その他の施設の構造基準 

   １） 計画交通量 
通路の設計、駐車場規模の算定に用いる交通量は、原則として開業後１０年

間で推計される時間交通量のうち最大の値とします。 

   ２） 設計車両 

「道路構造令第４条」に準ずるものとします。 
通路を通行する車両について、事業者の裁量により車種を制限できるものと

しますが、法的な規制とはならないことから、通路の設計にあたっては、誤進
入車の通行に十分配慮しなくてはなりません。 

 

 



 

３） 通路の規格 

通路の設計にあたっては、連結位置、高速道路の設計速度及び通路の利用交通量に

応じ、次のイからニに示すとおり、通路をＡ規格からＤ規格に区分するものとします。 

イ 高速道路本線またはインターチェンジ・サービスエリア・パーキングエ

リアのランプと連結する通路は、Ａ規格とします。 

ただし、料金所から駐車場までの部分及び料金所から一般道路（設計速度

４０Ｋｍ／ｈ以下のとき）等までの部分は、Ｂ規格とすることができます。 

ロ イの通路のうち、高速道路本線の設計速度が６０Ｋｍ／ｈ又は８０Ｋｍ

／ｈで、かつ、すべての通路の一方向交通量がピーク時において２５０台

／ｈ以下となるときは、Ｂ規格とすることができます。 

ハ サービスエリア・パーキングエリアの駐車場に連結する通路は、Ｃ規格

とすることができます。 

ニ 道路構造令第４条に示すセミトレーラ連結車の通行を制限する場合は、イか

らロまでの通路において、Ａ規格をＢ規格、Ｂ規格をＣ規格とすることができ

ます。また、ハの通路においては、Ｃ規格をＤ規格とすることができます。 

 

 セミトレ

ーラ連結

車の制限 

高速道路から

駐車場まで 

駐車場（高速道路）から 

一般道路等まで 

一般道路等の

設計速度 

 

本

線 

・

ラ 

ン

プ

に

連

結

す 

る

場 

合 

 

なし Ａ規格 

５０Ｋｍ／ｈ以上 Ａ規格 

４０Ｋｍ／ｈ以上 Ｂ規格 

あり Ｂ規格 

５０Ｋｍ／ｈ以上 Ｂ規格 

４０Ｋｍ／ｈ以上 Ｃ規格 

本線設計速度６０または８

０Ｋｍ／ｈかつ、すべての通路

の一方向交通量がピーク時２

５０台／ｈ以下のとき 

なし Ｂ規格 Ｃ規格 

あり Ｃ規格 Ｃ規格 

サービスエリア・パーキングエリア

の駐車場に連結する通路 

なし Ｃ規格 Ｃ規格 

あり Ｄ規格 Ｃ規格 



 

４） 設計速度 

通路の設計速度は、連結位置、高速道路の設計速度及び通路の利用交通量

に応じ、次の表の設計速度の欄に掲げる値とします。 

（単位：Ｋｍ／ｈ） 

 セミトレ

ーラ連結

車の制限 
高速道路から 

駐車場まで 

駐車場（高速道路）から 

一般道路等まで 

一般道路等の 

設計速度 

 

本

線

・

ラ

ン

プ

に

連

結

す

る

場

合 

 

なし ４０ 

５０Ｋｍ／ｈ以上 ４０ 

４０Ｋｍ／ｈ以上 ３０ 

あり ４０ 

５０Ｋｍ／ｈ以上 ４０ 

４０Ｋｍ／ｈ以上 ３０ 

本線設計速度６０または

８０Ｋｍ／ｈかつ、すべての通

路の一方向交通量がピーク時

２５０台／ｈ以下のとき 

なし ３０ ３０ 

あり ３０ ３０ 

サービスエリア・パーキング

エリアの駐車場に連結する通路 

なし ３０又は２０ ３０ 

あり ３０又は２０ ３０ 

 

５） 交差方法 

本線又はランプと通路、通路と通路、通路と一般道路等が相互に交差するとき

の交差の方式は、立体交差とします。ただし、３）通路の規格 ロ又はハに該当す

る通路と通路が相互に交差するときにあっては、平面交差とすることができます。 

 

６） 車線、幅員構成、建築限界等 

通路の車線数、車線の幅員、車線の分離、中央帯の幅員、路肩（側帯を含む）

の幅員、建築限界、曲線部の拡幅については、通路の規格等に応じ「設計便覧（案）」

（近畿地方整備局）に準ずるものとします。 

ただし、Ｄ規格の通路にあっては、「道路構造令」第３種第４級の道路の基準に

準ずるものとし、曲線部では普通自動車が通行できるよう拡幅するものとします。 
 



 

７） 曲線半径、曲線部の片勾配等 

 通路の曲線半径、曲線部の片勾配、緩和曲線、視距、縦断勾配、縦断曲線、合成勾配につ

いては、通路の設計速度に応じ、「設計便覧（案）」（近畿地方整備局）に準ずるものとします。 

 ただし、設計速度２０Ｋｍ／ｈの通路については、「道路構造令」に準ずるものとします。 

 また、積雪寒冷地においては、冬季の交通の安全に十分配慮しなければなりません。 

 

８） 誤進入車に対する対策 

 高速道路本線又はランプに連結する通路の車種制限を行うときは、誤進入車が高

速道路本線へ復帰できる構造とするものとします。また、通り抜け車線（道路利便施

設の駐車場に自動車が進入する前に本線へ復帰できるよう通路相互を連結する専用通

路）を設置するときは、その規格は、Ｃ規格とし、設計速度は３０Ｋｍ／ｈとします。 

 

９） 土工、舗装、橋梁等 

イ）土工 

 次に掲げる要綱・指針等に準ずるものとします。 

 「道路土工要綱 平成２年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 のり面工・斜面安定工指針 平成１１年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 排水工指針 昭和６２年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 土質調査指針 昭和６１年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 軟弱地盤対策工指針 昭和６１年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 擁壁工指針 平成１１年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 カルバート工指針 平成１１年 （社）日本道路協会」 

 「道路土工 仮設構造物工指針 平成１１年 （社）日本道路協会」 

 「地盤調査の方法と解説 平成１６年 （社）土質工学会」 

 「土質試験の方法と解説 平成１２年 （社）土質工学会」 

ロ）舗装 

 「舗装の構造に関する技術基準・同解説 （社）日本道路協会」に準ずるものとします。 

ハ）橋梁・高架 

 「道路橋示方書・同解説 Ⅰ共通編、Ⅱ鋼橋編、Ⅲコンクリート編、Ⅳ下部構造編、Ⅴ

耐震設計編 （社）日本道路協会」に準ずるものとします。 

ニ）防護柵、視線誘導標、標識、道路標示及び区画線、立入防止柵 

 「設計便覧（案）」（近畿地方整備局）に準ずるものとします。 

ホ）照明施設 

 「設計便覧（案）」（近畿地方整備局）に準ずるものとします。 

ヘ）構造物の照査 

 橋・高架、擁壁及びカルバート等の工作物の新設又は改築にあたっては、必要な構

造計算又は試験によってその構造が安全であることを確かめなければなりません。 
 

 



 

１０） 駐車場の構造等 

イ）駐車場の確保 

 高速道路の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼすことのないよう、駐車需要に見合

った規模の駐車場を確保しなくてはなりません。 

ロ）構造及び設備 

「駐車場法施行令第８条、第９条」に準ずるものとします。 

（４）通路の維持管理に関する事項 

 ① 維持管理の体制 

通路その他の施設を管理する者は、通路の維持管理に万全を期するため、維持管理に関す

る組織、職務内容等を定めるものとします。また、交通事故又は災害発生時その他交通が危

険であると認められる場合などにおける緊急時の維持管理体制を確立するものとします。 

 

 ② 通路その他の施設の維持管理 

 通路その他の施設を管理する者は、高速道路の安全かつ円滑な交通に支障が生じることの

ないように、連結する高速道路の管理水準に基づき、当該通路その他の施設の路面その他の

状況を定期的な巡回その他の方法により的確に把握し、通路その他の施設の適切な維持管理

を行うものとします。 

 

 ③ 緊急時における措置 

  通路その他の施設を管理する者は、交通事故又は災害発生時その他交通が危険であると認め

られる場合においては、自動車の誘導その他の適切な危険防止の措置を講じるものとします。 

 

④ 通路の開閉方法 

 通路その他の施設を管理する者は、通路の開閉場所及び開閉方法については、高速道

路の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼさないようにするものとします。 

 

 



 

６．道路法第２４条（承認工事）、第３２条（占用許可）に関する事項 

 （１）道路法第２４条 

高速道路の区域に新たに編入するもの、高速道路及び一般道路上に設置する施設につ

いては、別途道路法第２４条に基づく承認工事の手続が必要となります。 

ア） 認工事手続フロー 

 高速道路区域 一般道路区域 

手続き 

フロー 

  

 

通路等の 

事業区分 

③高速道路区域内に設置する通路 

（高速道路と交差するカルバー

トボックス） 

⑤高速道路と通路の取付部分 

⑥高速道路に設置する標識・情報

板・照明等の附属施設 

⑦一般道路に設置する標識・情報

板等の附属施設 

※ ○付き数字については、２６ページ内の項目欄参照 

 

イ） 承認工事の技術基準 

承認工事については、「道路構造令」、「設計要領」等、道路管理者がその工事

を行うときの技術基準によるものとします。 

 

工事施行承認申請 

（申請者→近畿地方整備局長）

工事施行承認申請 
（申請者→道路管理者） 

審     査 

工事施行承認 

（近畿地方整備局長→申請者）

工事施行承認 

（道路管理者→申請者） 

工 事 施 行 
道路管理者間の設置協議

（道路管理者→道路管理者） 

工 事 施 行 

審     査 



 

（申請書）                         （用紙Ａ４） 

 

道路工事施行承認申請書 

（道路管理者等） 

近畿地方整備局長 殿 

 

〒 

住所 

氏名             印 

担当者 

ＴＥＬ 

道路法第２４条の規定により、道路工事行承認を申請します。 

施工目的  

施工場所 
路線名 歩道・車道・その他（     ） 

場所 

工事概要 

工事種別 施工数量 

  

  

  

  

  

工事の期間 
平成 年 月 日 

平成 年 月 日   日間 

施工方法 

直営・請負 

施工業者 住 所 

業者名 

担当者 

連絡先 

添付書類 
位置図、現況図、計画図、構造図、交通規制図、工事仕様図、公図（写）、求積表 

誓約書、同意書、現況写真、その他（                 ） 

備  考 

 



 

記載要領 

１． 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄に

は名称及び代表者の氏名を記載すること。「担当者」の欄に所属・氏名を記載すること。 

２． 「工事概要」の欄には、「工事種別」として歩道切下げ、植樹帯移設等の工事の内容

を、「施工数量」として延長、面積等の施工規模を記入すること。 

３． 「場所」の欄には、地番まで記載すること。施工箇所が２以上の地番にわたる場合には、起

点と終点を記載すること。「車道・歩道・その他」については、該当するものを○で囲むこと 

４． 「工事の期間」の欄には、工事実施から完了までの期間を記載すること。仮移設等

を含む場合は復旧までの期間を含めて記載すること。 

５． 「施工方法」欄の施工業者については、未定の場合にはその旨記載すること。また、

その時には工事着手までに報告すること。 

６． 「添付書類」の欄には、添付した書類に○を付し、その他必要な書類を添付した場

合には、その書類名を（ ）内に記載すること。 

位置図は１／５０，０００程度の平面図を、現況図・計画図はそれぞれ現況及

び完成後の平面図（１／１，０００程度）及び縦横断面図を指し、誓約書とは、

施工後に施工箇所を道路管理者に引き継ぐ旨を約した書面を指し、同意書とは水

路管理者、隣地所有者等の関係者の同意を証する書面を指す。 

７． その他必要な事項については、「備考」欄に記載する。 

例）概算工事費、道路の現況、道路区域の変更の有無等 

 

 



 

（２）道路法第３２条（道路占用許可） 

高速道路又は一般道路の道路区域に橋梁等の構造物を設置するときは、別

途、道路法第３２条に規定する道路占用許可が必要となります。 

① 占用許可手続きフロー 

 

② 占用工事の技術基準 

占用工事については、「道路構造令」、「設計要領」等道路管理者がその

工事を行うときの技術基準によるものとします。 

 

③ 占用許可条件 

占用許可にあたっては、道路の構造又は円滑かつ安全な交通を確保する

ために、必要な条件を付すものとします。 

④ 占用料 

政令で定める占用料を徴収します。 

⑤ 占用料の徴収 

占用料については、（分任）歳入徴収官が発行する納入告知書により徴

収します。占用期間が複数年度の場合は、２年度以降、当該年度分を４月

３０日までに納入告知書により徴収します。 

 

 高速道路区域 一般道路区域 

手続き 

フロー 

  

 道路占用許可申請 

（申請者→近畿地方整備局長） 

  道路占用許可申請 

（申請者→道路管理者） 

 

  

 
審      査 

  
審      査 

 

  

道路占用許可 

（近畿地方整備局長→申請者） 

道路占用許可 

（道路管理者→申請者） 

  

工 事 施 行 工 事 施 行 

  

通路等の 

事業区分 

③高速道路区域内に設置する通路 

（高速道路を横過する橋梁等） 

⑤高速道路と通路の取付部分 

④一般道路区域内に設置する通路 

（一般道路を横過する構造物） 



 

 
（別紙３） 
様式第五（第四条の三関係） 
 

平成  年  月  日 
 
 
 
 

（道路管理者等） 殿 
〒 

住所 
氏名               印 

担当者 
ＴＥＬ 

道路法 
第３２条 

の規定により 
許可を申請 

します。 
第３５条 協   議 

 
占用の目的  

占用の場所 

路線名  車道・歩道・その 
他 

場 
所 

 

占用物件 

名    称 規  模 数   量 
   

占用の期間 
 平成  年  月  日から 

間 
占用物件 
の構造 

  

 平成  年  月  日まで 

工事の時期 
 工事実施 

の 方 法 
  

道 路 の 
復旧方法 

 
添付書類 

  

備   考   

記載要領 

１． 
「許可申請」 

、 
「第３２条」 

、 及び 
「許可を申請」 

については、該当するものを○で囲むこと。 
「協  議」 「第３５条」 「協   議」 

２． 
新 
規 

更 
新 

変 
更 

については、該当するものを○で囲み、更新・変更の場合には、従前の許可書又は回答書 

の番号及び年月日を記載すること。 
３． 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者

の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属・氏名を記載すること。 
４． 申請者（申請者が法人である場合は代表者。以下同じ。）が氏名の記載を自署で行う場合又は申請者の本

人確認のため道路管理者が別に定める方法による場合においては、押印を省略することができる。 
５． 「場所」の欄には、地番まで記載すること。占用が２以上の地番にわたる場合には、起点と終点を記載す

ること。 
「車道・歩道・その他」については、該当するものを○で囲むこと。 

６． 変更の許可申請にあっては、関係する欄の下部に変更後のものを記載し、上部に変更前のものを（ ）書
きすること。 

７． 「添付書類」の欄には、道路占用の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他必要な書類を添付した
場合に、その書類名を記載すること。 

新 
規 

更 
新 

変 
更 

（番号） 
平成  年  月  日 

道路占用 
許可申請 

書 
協  議 



 

連結料＝「連結したときと連結がないとしたときとの 

道路利便施設の敷地の純地代の差額の１／２＋追加管理費用」 

※ 純地代の差額の算定方法 

  連結したときと連結がないとしたときについて、下記の３手法を勘案して純地代を求

め、「連結したときの純地代－連結がないとしたときの純地代」により算定します。 

 その際、積算法を基本としつつ、賃貸事例比較法及び収益分析法を

使用できる場合は、これらを勘案します。 

① 積算法 

近傍類似の土地の時価×期待利回り 

（期待利回りは２％とします。） 

② 賃貸事例比較法 

近傍類似の土地の純地代から算定される推定の純地代 

③ 収益分析法 

高速自動車国道活用施設の売上高×近傍類似地の純賃料÷売上高 

７．連結料の額の基準及び徴収方法について 

（１）連結料の構成 
連結料は、連結許可による受益者負担部分と、連結したことにより増加す

る管理費用の実費（以下「追加管理費用額」といいます。）からなります。 

※ 追加管理費用の内訳 

・加減速車線の道路清掃費、道路維持費、雪氷対策費 

・標識、照明施設、情報板等の維持管理費 

・道路利便施設の土地の時価の鑑定料 

・その他 

（２）連結料の算定方法 

連結料は、以下の算式により算定します。なお、対象面積からは、一般道路側駐車場

及び通路部分を除くものとします。 

 

 

 

ただし、高速道路と連結する駐車場の連結料は、以下の算式により算定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

連結料＝「連結したときと連結がないとしたときとの 

道路利便施設の敷地の純地代の差額の１／４＋追加管理費用」 



 

（３）連結料の徴収方法 

① 追加管理費用分以外（受益者負担部分） 
連結許可日から３ヶ月以内に納入告知書により初年度分を一括して徴収します。 

２年度以降は、当該年度分を６月３０日までに徴収します。 

② 追加管理費用分 

２年度以降、前年度分を６月３０日までに徴収し、最終年度は、連結許可満了日

の翌日から３ヶ月以内に最終年度分を徴収します。 

 

（４）連結料の見直し 

積算法の近傍類似の土地の時価については、原則として５年ごとに見直しを行うこととし、そ

の間に情勢の著しい変動により必要が生じたときにはその時点で見直しを行うこととします。 

 



 

積算法に基づく連結料算定の例 

Ⅰ ショッピングセンター 

 

【仮定条件】 

● ショッピングセンター敷地の連結前の価格 １００，０００円／㎡ 

● 当該敷地の連続後の価格        １２０，０００円／㎡（２割増と仮定） 

● 敷地面積               ２００，０００㎡ 

● 高速道路側駐車場面積          ７０，０００㎡ 

● 一般道路側駐車場面積          ７０，０００㎡ 

 

連結料単価（駐車場以外）＝（１２０，０００－１００，０００）＊２％×１／２ 

＝２００円／㎡ 

連結料単価（駐車場）  ＝（１２０，０００－１００，０００）＊２％×１／４ 

＝１００円／㎡ 

∴連結料＝２００円／㎡×６０，０００㎡＋１００円／㎡×７０，０００㎡ 

（敷地面積－総駐車場面積）     （高速道路側駐車場面積） 

＝１９，０００，０００円 

 

Ⅱ 物流施設 

 

【仮定条件】 

● 物流施設敷地の連結前の価格        ７０，０００円／㎡ 

● 当該敷地の連結後の価格          ７７，０００円／㎡（１割増と仮定） 

● 敷地面積                １００，０００㎡ 

 

連結料単価＝（７７，０００－７０，０００）＊２％×１／２ 

＝７０円／㎡ 

∴ 連結料＝７０円／㎡×１００，０００㎡ 

＝７，０００，０００円 

 

※ 数字はすべて仮定です。 



 

８．連結許可条件に関する事項 

連結許可にあたっては、高速道路の構造を保全し、その安全かつ円滑な交通を確保する

ために、次のような条件を付すものとします。（条件が変更されるときや、これら以外の条

件が付加されるときがあります。） 

（１）通路等の工事について 

① 通路等が高速道路区域に接続する部分の工事については、道路法第２４

条の規定に基づき、別途、道路管理者等の承認を得ること。 

② 高速道路区域内の構築物（通路、照明、標識、情報板等）の設置につい

ては、道路管理者等の基準によるとともに、道路法第２４条又は第３２条

の規定に基づき、別途、道路管理者等の承認又は許可を千ること。 

③ 工事に伴い、都市計画法上の開発許可等、他の法令の許認可が必要なと

きは、この許認可を得た後に工事に着手しなければならない。 

④ 連結許可を受けた者（以下「連結者」という。）は、通路上に通路の構造又は交

通に支障を及ぼすおそれのある工作物、又は物件を設置しないこと。 

 

（２）通路等の維持管理について 

① 連結者は、通路上で発生した緊急事態を発見し、又はこれについて連絡

を受けたときは速やかに道路管理者等へ連絡すること。 

② 連結者は、定期的に通路等の巡回及び保守点検を行い、並びに通行の支障

となる損傷の修繕又は物件の除去を行う等、適切な維持管理を行うこと。 

③ 連結者は、通路等における渋滞の発生その他の交通傷害を防止するた

めの措置を講じること。 

④ 連結者は、著しい交通渋滞が生じることその他の理由により高速道路の安全かつ円滑な

交通に支障を及ぼすおそれがあるときには、通路の閉鎖その他の適切な措置を講じること。

また、道路管理者等の指示があったときは、すみやかにその指示に従うこと。 

⑤ 連結者は、通路を開閉する日時を道路管理者等に通知するとともに、緊急時

において、開閉する日時を変更する場合には道路管理者等に連絡すること。 

⑥ 連結者は、通路の開閉場所及び開閉方法について道路管理者等とあら

かじめ協議すること。 

⑦ 連結者は、通路の開閉する場合の情報提供について道路管理者等の指示に従うこと。 

⑧ 連結に起因して高速道路を破損し、又は破損するおそれのあるときは、

道路管理者等の指示する工法により修復し、又は相当の措置を講じるとと

もに、その費用は連結者において負担すること。 

 



 

（３）道路管理協力義務等について 

① 管理の必要上、道路管理者等が行う通路その他の施設の立入りについて、

これを容認しかつ妨げないこと。 

② 連結者は、高速道路の通行規制にあたり、道路管理者等が協力を求めたときは、

高速道路の通行規制に関する情報を提供し、道路利便施設等の利用車両に対して、

高速道路本線への自動車の流出誘導又は流出抑制など必要な措置を講じること。 

③ 災害その他不可抗力によって高速道路が破損し、若しくは破損するおそれが

あり、又は高速道路において交通事故等が発生したときに高速道路の通行を

禁止又は制限することにより生じる道路利便施設等への損害については、道

路管理者等はその責を負わないものとする。 

④ 高速道路を維持、修繕するための工事等については、連結者はこれを容認し、

かつ、妨げないものとし、当該期間中の道路利便施設等の損害については、道

路管理者等はその責を負わないものとする。 

⑤ 高速道路と連結する通路の部分が、災害その他不可抗力によって破損し、

又は破損するおそれがあり、高速道路の安全かつ円滑な交通に支障を及ぼ

すおそれがあるときは、連結者は道路管理者等と協議の上、すみやかに復

旧等の措置を講じること。 

⑥ 道路工事又は道路管理の必要により、連結許可を取り消し、若しくはそ

の効力を停止し又は道路利便施設等の変更等を求めたときは、これに従う

とともに、その費用は連結者において負担すること。 

 

（４）連結料について 

① 連結料は（分任）歳入徴収官が発行する納入告知書により指定期限までに国庫に

納入すること。 

② 前年度の売上収入額について、道路管理者等の指示により、報告すること。 

 

（５）連結期間満了時等の措置について 

① 連結許可期間が満了後も引き続き連結しようとするときは、満了３０日

前までに新たに連結許可申請書を提出し、許可を得ること。 

② 連結許可期間が満了する前に連結を廃止するときは、事前に道路管理者

等と協議すること。 

③ 連結許可期間が満了したとき又は連結を廃止したときは、連結者において道

路管理者等の指示する工法により原状回復等の措置を講じること。 

 



 

（６）その他 

① 連結許可を受けた通路等により高速道路に連絡する施設は、道路及び通

路等の安全かつ円滑な交通に著しい支障を及ぼすおそれのないように適

切に維持、管理すること。 

② 連結許可を受けた通路等により高速道路に連絡する施設を変更する場

合（許可を受けた者と異なる者が施設を追加等する場合を含む。）には、道

路及び通路等の安全かつ円滑な交通に著しい支障を及ぼすおそれのないよ

うにすること。 

③ 連結者は、道路法第４８条の５第３項及び高速自動車国道法第１１条の

２第５項で定める軽微な変更をしようとするときは、遅滞なくその内容を

道路管理者等に届出ること。 

④ 連結により道路管理者等に損害を与え又は第三者と紛争が生じたときは、連

結者の責任において解決すること。 

⑤ 道路利便施設等の種類又は規模を変更しないこと。 

⑥ 連結者は、氏名若しくは名称又は所在地を変更したときは、遅滞なく道

路管理者等に届出ること。 

⑦ 道路利便施設の営業時間を変更し、又は営業を休止するときは、道路管

理者等に報告すること。 

⑧ 道路利便施設の駐車場の混雑が恒常的であり、高速道路の安全かつ円滑

な交通に支障を及ぼすおそれがあるときは、駐車場の拡張等必要な措置を

講じること。 

⑨ 通路等の連結許可申請書（添付書類を含む。）の記載事項を変更するとき

は、その旨をあらかじめ届け出ること。 

⑩ 道路法、高速自動車国道法及びその他関係法令を遵守すること。 

⑪ その他、関係法令及び上記に定めのない事項が生じたときは、その措置

について事前に道路管理者等の承諾を得るものとする。 

 

以上の条件に違反したときは、本許可を取り消すことがある。 

 

 



 

９．その他 

（１）受委託に関する事項 

 道路管理者等は、連結許可を受けた施設のうち、占用物件については、事業者の委託

に基づき、道路利便施設の通路のその他の施設の建設を行うことができます。 

受委託の範囲等については、連結許可を受けた後に、事業者と道路管理

者等との間で基本協定を締結するものとします。 

 また、実施にあたっての詳細な事項については、毎年度契約を締結するものとします。 

 

（２）監督処分及び許可の取り消しについて 

高速道路の交通の安全性・円滑性を確保するために、道路管理者等は、

道路法及び高速自動車国道法の規定や連結許可の際に付した連結許可条

件に違反している事業者に対して、連結許可を取り消し、効力の停止、行

為若しくは工事の中止、道路の原状回復等を命ずること（以下「監督処分」

という。）があります。たとえば、道路利便施設等を管理する事業者の倒

産・破産により通路の管理が適正に行われない事態が生じたときは、連結

許可を取り消し、出入口の閉鎖を行うとともに原状回復を求める等の監督

処分を行うこととなります。（道路法第７１条第１項及び高速自動車国道

法第１１条の８参照） 

また、道路に関する工事のため、やむを得ない必要が生じたとき、道路の構造又は交

通に著しい支障が生じたとき、道路の管理上の事由以外の事由に基づく公益上やむを得

ない必要が生じたときにも、道路管理者等は監督処分を行うことがあります。（道路法

第７１条第２項及び高速自動車国道法第１１条の８参照） 

なお、監督処分による連結許可の取消しは、道路法第７２条の損失補償の対象にはなり

ません。 

（３）道路利便施設を閉鎖（廃業） 

 道路利便施設を閉鎖（廃業）するときには、高速道路に連結する通路を閉鎖するとと

もに、道路区域内については、道路管理者等の指示する工法により原状回復等の措置を

講じていただきます。 

なお、管理を適正に行う能力を有する者が道路管理者等の承認を得て道路利便施設と

高速道路を連絡する通路や駐車場を譲り受ければ、連結許可に基づく地位を承継し、道

路利便施設等を存続させることができます。（道路法第４８条の９及び高速自動車国道

法第１１条の６参照） 

 

（４）交通管理者との協議 

 連結予定者決定後の通路の詳細設計にあたり、道路管理者等及び事業者は交通管理者

（所轄の公安委員会）に通路の構造、交通運用等について協議することになっています。

なお、本規定は、連結予定者決定前の交通管理者との協議を妨げるものではありません。 



 

１０．道路利便施設等関係法令 
○ 道路法第４８条の４（自動車専用道路との連結の制限） 

（法律） 
第４８条の４ 次に掲げる施設以外の施設は、第４８条の２第１項又は第

２項の規定による指定を受けた道路又は道路の部分（以下「自動車専用
道路」という。）と連結させてはならない。 

  一 道路等（軌道を除く。次条第１項及び第４８条の１４第２項において同じ。） 
  二 当該自動車専用道路の通行者の利便に供するための休憩所、給油

所その他の施設又は利用者のうち相当数の者が当該自動車専用道路
を通行すると見込まれる商業施設、レクリエーション施設その他の
施設 

  三 第１号に掲げるものを除くほか、前号の施設と当該自動車専用道
路とを連絡する通路その他の施設であつて、専ら同号の施設の利用
者の通行の用に供することを目的として設けられるもの 

 
○ 高速自動車国道法第１１条（高速自動車国道との連結の制限） 

（法律） 
第１１条 次に掲げる施設以外の施設は、高速自動車国道と連結させてはならない。 
  一 道路、一般自動車道又は政令で定める一般交通の用に供する通路その他の施設 
  二 当該高速自動車国道の通行者の利便に供するための休憩所、給油

所その他の施設又は利用者のうち相当数の者が当該高速自動車国道
を通行すると見込まれる商業施設、レクリエーション施設その他の
施設 

  三 第１号に掲げるものを除くほか、前号の施設と当該高速自動車国
道とを連絡する通路その他の施設であつて、専ら同号の施設の利用
者の通行の用に供することを目的として設けられるもの 

 



 

○ 道路法第４８条の５（連結許可等） 

（法律） 
第４８条の５ 前条各号に掲げる施設の管理者は、当該施設を自動車専用

道路と連結させようとする場合においては、当該管理者が道路管理者で
あるときは当該自動車専用道路の道路管理者と協議し、その他の者であ
るときは国土交通省令で定めるところにより当該自動車専用道路の道路
管理者の許可（以下「連結許可」という。）を受けなければならない。自
動車専用道路以外の道路等を自動車専用道路と立体交差以外の方式で交
差させようとする場合においても、同様とする。 

２ 自動車専用道路の道路管理者（次項及び第４８条の７から第４８条の
１０までにおいて単に「道路管理者」という。）は、前項前段の場合にあ
つては当該協議に係る施設又は当該連結許可の申請に係る施設が次の各
号に掲げる区分に応じ当該各号に定める基準に適合するときに限り、同
項後段の場合にあつては当該交差が第４８条の３ただし書に規定する場
合に該当するときに限り、同項の協議に応じ、又は連結許可をすること
ができる。 
 一 前条第１号に掲げる施設 当該連結が当該自動車専用道路の効用

を妨げないものであること。 
 二 前条第２号又は第３号に掲げる施設 政令で定める連結位置に関

する基準及び国土交通省令で定める施設の構造に関する技術的基準
に適合するものであること。 

３ 連結許可を受けた前条第２号又は第３号に掲げる施設の管理者は、当
該施設の構造について変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）
を行おうとする場合には、あらかじめ、国土交通省令で定めるところに
より、道路管理者の許可を受けなければならない。 

４ 第２項の規定は、前項の許可について準用する。 

 



 

○ 高速自動車国道法第１１条の２（連結許可等） 

（法律） 
第１１条の２ 前条各号に掲げる施設（高速自動車国道を除く。）を管理する

者は、当該施設を高速自動車国道と連結させようとする場合においては、
あらかじめ、国土交通省令で定めるところにより、国土交通大臣の許可（以
下「連結許可」という。）を受けなければならない。 

２ 国土交通大臣は、連結許可の申請があつた場合において、当該申請に係
る施設が次の各号に掲げる区分に応じ当該各号に定める基準に適合すると
きに限り、連結許可をすることができる。 
 一 前条第１号に掲げる施設 第５条第１項又は第３項の規定により定

められた整備計画に適合するものであること。 
 二 前条第２号又は第３号に掲げる施設であつて、これを管理する者以

外の者の管理する他の通路その他の施設に連結するもの 第５条第１
項又は第３項の規定により定められた整備計画及び国土交通省令で定
める施設の構造に関する技術的基準に適合するものであること。 

 三 前条第２号又は第３号に掲げる施設であつて、前号に掲げる以外の
もの 政令で定める連結位置に関する基準及び同号の国土交通省令で
定める技術的基準に適合するものであること。 

３ 道路運送法第７４条第２項の規定は、連結許可については、適用しない。 
４ 連結許可を受けた前条第２号又は第３号に掲げる施設であつて第２項第

３号に該当するものを管理する者は、当該施設を同項第１号又は第２号の
施設としようとする場合（政令で定める場合を除く。）には、連結許可を受
けなければならない。 

５ 連結許可を受けた前条第２号又は第３号に掲げる施設を管理する者は、
当該施設の構造について変更（国土交通省令で定める軽微な変更を除く。）
を行おうとする場合には、あらかじめ、国土交通省令で定めるところによ
り、国土交通大臣の許可を受けなければならない。 

６ 第２項の規定は、前項の許可について準用する。 
７ 第５項の許可を受けた施設は、連結許可を受けた前条第２号又は第３号

に掲げる施設とみなして、第４項及び第５項の規定を適用する。 

 

○ 高速自動車国道法第２５条の２（権限の委任） 

（法律） 
第２５条の２ 前章及びこの章に規定する国土交通大臣の権限は、国土交通

省令で定めるところにより、その一部を地方整備局長又は北海道開発局長
に委任することができる。ただし、第１２条第１項本文の規定による決定
については、この限りでない。 

 

○ 高速自動車国道法施行規則第９条（権限の委任） 

（省令） 
第９条 法第２章及び第３章に規定する国土交通大臣の権限は、地方整備局
長及び北海道開発局長に委任する。ただし、法第１２条第１項本文の規定に
よる決定及び法第２４条第１項の規定による審査請求に対する裁決について
は、この限りでない。 

 



 

○ 道路法施行令第１９条の１６（連結位置に関する基準） 

（政令） 

第１９条の１６ 法第４８条の５第２項第２号（同条第４項において準用す

る場合を含む。）の政令で定める連結位置に関する基準は、当該自動車専用

道路の構造及び交通の状況その他当該自動車専用道路及び周辺の状況を勘

案して、当該自動車専用道路の安全かつ円滑な交通に著しい支障を及ぼす

おそれのない位置であることとする。 

 

○ 高速自動車国道法施行令第６条（連結位置に関する基準） 

（政令） 
第６条 法第１１条の２第２項第３号（同条第６項において準用する場合を

含む。）の政令で定める連結位置に関する基準は、次のとおりとする。 

 一 高速自動車国道の本線車道（以下この号において単に「本線車道」と

いう。）に直接出入りすることができる施設にあつては、当該施設の本線車

道に接続する部分（変速車線を含む。以下この号において同じ。）が他の法

第１１条各号に掲げる施設（整備計画に定められた連結予定施設を含む。）

その他本線車道に直接出入りすることができる国土交通省令で定める施設

の本線車道に接続する部分から本線車道に沿つて２キロメートル以上離れ

ていること。 

２ 前号に掲げるもののほか、当該高速自動車国道の構造及び交通の状況そ

の他当該高速自動車国道及び周辺の状況を勘案して、高速自動車国道の安

全かつ円滑な交通に著しい支障を及ぼすおそれのない位置であること。 

 



 

○ 道路法施行規則第４条の１３の２（自動車専用道路と道路等の連結の許可手続） 

（省令） 

第４条の１３の２ 法律第４８条の５第１項の連結許可を受けようとする者

は、次に掲げる事項（法第４８条の４第１号に掲げる施設の連結許可にあ

つては第１号から第５号までに掲げる事項、同条第２号に掲げる施設（以

下「利便施設等」という。）の連結許可にあつては第１号から第８号まで及

び第１１号に掲げる事項）を記載した申請書に位置図並びに連結のために

必要な工事の区間及び工事の設計の概要を記載した平面図、縦断図及び横

断定規図（法第４８条の４第１号に掲げる施設にあつては、平面図）を添

付して道路管理者に提出しなければならない。 

 一 自動車専用道路の路線名 

 二 連結位置及び連結予定施設 

 三 連結を必要とする理由（法第４８条の４第３号に掲げる施設（以下

「通路等」という。）の連結許可にあつては、当該通路等により自動車

専用道路と連絡する施設が、利便施設等に該当する理由を含む。） 

 四 連結のために必要な工事に要する費用の概算額 

 五 工事の施行期間 

 六 連結する期間 

 七 利便施設等の設計の概要 

 八 利便施設等の事業計画及び資金計画 

 九 通路等の交通量の見込み 

 十 通路等の維持管理の計画 

 十一 その他必要な事項 

 



 

○ 道路法施行規則第４条の１３の３（利便施設等又は通路等の構造に関する技術的基準） 

（省令） 
第４条の１３の３ 法第４８条の５第２項第２号（同条第４項において準用する

場合を含む。）の国土交通省令で定める施設の構造に関する技術的基準は、次のと
おりとする。 

 一 利便施設等にあつては、次に掲げるものであること。 

  イ 関係法令の規定を遵守するものであること。 

 ロ 自動車専用道路及び通路等の安全かつ円滑な交通に著しい支

障を及ぼすおそれのないものであること。 

ハ 当該利便施設等の利用者の安全かつ円滑な通行を確保するものであること。 

 二 通路等にあつては、次に掲げるものであること。 

  イ 幅員、線形、勾配その他の構造が、自動車専用道路の構造及

び交通の状況その他当該自動車専用道路及び周辺の状況を勘案

して、当該通路等の連結によつて自動車専用道路の安全かつ円

滑な交通に著しい支障を及ぼすおそれのないものであること。 

 ロ 利便施設等の規模、用途その他の状況に応じて自動車専用道

路の安全かつ円滑な交通に著しい支障を及ぼすことがないよう

に、必要な規模及び適切な構造の駐車場を当該通路等に設ける

こと。 

 

○ 道路法施行規則第４条の１３の４（軽微な変更） 

（省令） 

第４条の１３の４ 法第４８条の５第３項の国土交通省令で定める軽微な

変更は、幅員、線形若しくは勾配又は駐車場の規模若しくは構造の変更

を伴わない通路等の構造についての変更とする。 

 

○ 道路法施行規則第４条の１３の５（構造についての変更の許可手続） 

（省令） 

第４条の１３の５ 法第４８条の５第３項の許可を受けようとする者は、

次に掲げる事項を記載した申請書に利便施設等又は通路等の構造につい

ての変更に伴う工事の区間及び工事の設計の概要を記載した平面図、縦

断図又は横断定規図を添付して道路管理者に提出しなければならない。 

  一 変更しようとする事項 

  二 変更を必要とする理由 

  三 工事の施行期間 

 



 

○ 高速自動車国道法施行規則第２条（高速自動車国道と道路等の連結の許可手続） 

（省令） 

第２条 法第１１条の２第１項の連結許可を受けようとする者は、次に掲

げる事項（法第１１条第１号に掲げる施設の連結許可にあつては第１号

から第５号までに掲げる事項、同条第２号に掲げる施設（以下「利便施

設等」という。）の連結許可にあつては第１号から第８号まで及び第１１

号に掲げる事項）を記載した申請書に位置図並びに連結のために必要な

工事の区間及び工事の設計の概要を記載した平面図、縦断図及び横断定

規図（法第１１条第１号に掲げる施設にあつては、平面図）を添付して

国土交通大臣に提出しなければならない。 

一 高速自動車国道の路線名 

二 連結位置及び連結予定施設 

三 連結を必要とする理由（法第１１条第３号に掲げる施設（以下「通

路等」という。）の連結許可にあつては、当該通路等により高速自動

車国道と連絡する施設が、利便施設等に該当する理由を含む。） 

四 連結のために必要な工事に要する費用の概算額 

五 工事の施行期間 

六 連結する期間 

七 利便施設等の設計の概要 

八 利便施設等の事業計画及び資金計画 

九 通路等の交通量の見込み 

十 通路等の維持管理の計画 

十一 その他必要な事項 

 

○ 高速自動車国道法施行規則第３条（本線車線に直接出入りすることができる施設） 

（省令） 

第３条 高速自動車国道法施行令（昭和３２年政令第２０５号。以下「令」

という。）第６条第１号の国土交通省令で定める施設は、高速自動車国道

に設ける休憩所、給油所及び自動車修理所とする。 

 



 

○ 高速自動車国道法施行規則第４条（利便施設等又は通路等の構造に関する技術的基準） 

（省令） 

第４条 法第１１条の２第２項第２号（同条第６項において準用する場合を

含む。）の国土交通省令で定める施設の構造に関する技術的基準は、次のと

おりとする。 

一 利便施設等にあつては、次に掲げるものであること。 

イ 関係法令の規定を遵守するものであること。 

ロ 高速自動車国道及び通路等の安全かつ円滑な交通に著しい支障を

及ぼすおそれのないものであること。 

ハ 当該利便施設等の利用者の安全かつ円滑な通行を確保するもので

あること。 

二 通路等にあつては、次に掲げるものであること。 

イ 幅員、線形、勾配その他の構造が、高速自動車国道の構造及び交

通の状況その他当該高速自動車国道及び周辺の状況を勘案して、当

該通路等の連結によつて高速自動車国道の安全かつ円滑な交通に著

しい支障を及ぼすおそれのないものであること。 

ロ 利便施設等の規模、用途その他の状況に応じて高速自動車国道の

安全かつ円滑な交通に著しい支障を及ぼすことがないように、必要

な規模及び適切な構造の駐車場を当該通路等に設けること。 

 

○ 高速自動車国道法施行規則第５条（軽微な変更） 

（省令）  

第５条 法第１１条の２第５項の国土交通省令で定める軽微な変更は、幅員、線形若しく

は勾配又は駐車場の規模若しくは構造の変更を伴わない通路等の構造についての変更と

する。 

 

○ 高速自動車国道法施行規則第６条（構造についての変更の許可手続） 

（省令） 

第６条 法第１１条の２第５項の許可を受けようとする者は、次に掲げる事

項を記載した申請書に利便施設等又は通路等の構造についての変更に伴う

工事の区間及び工事の設計の概要を記載した平面図、縦断図又は横断定規

図を添付して国土交通大臣に提出しなければならない。 

一 変更しようとする事項 

二 変更を必要とする理由 

三 工事の施行期間 

 

○ 道路法第４８条の６（連結許可等に係る施設の管理） 

（法律） 

第４８条の６ 連結許可及び前条第３項の許可（以下「連結許可等」という。）

を受けた第４８条の４第２号又は第３号に掲げる施設の管理者は、国土交

通省令で定める基準に従い、当該施設の維持管理をしなければならない。 

 



 

○ 道路法施行規則第４条の１３の６（利便施設等又は通路等の維持管理に関する基準 

（省令） 

第４条の１３の６ 法第４８条の６の国土交通省令で定める基準は、当該利

便施設等又は通路等を管理する者が、自動車専用道路の安全かつ円滑な交

通に支障を及ぼすことのないように、定期的に当該利便施設等又は通路等

の巡回及び保守点検を行い、並びに通行の支障となる損傷の修繕又は物件

の除却を行うことその他の当該利便施設等又は通路等の適切な維持管理を

行うこととする。 

 

○ 高速自動車国道法第１１条の３（連結許可等に係る施設の管理） 

（法律） 

第１１条の３ 連結許可及び前条第５項の許可（以下「連結許可等」という。）

を受けて高速自動車国道と連結する第１１条第２号又は第３号に掲げる施

設を管理する者は、国土交通省令で定める基準に従い、当該施設の維持管

理をしなければならない。 

 

○ 高速自動車国道法施行規則第７条（利便施設等又は通路等の維持管理に関する基準） 

（省令） 

第７条 法第１１条の３の国土交通省令で定める基準は、当該利便施設等又

は通路等を管理する者が、高速自動車国道の安全かつ円滑な交通に支障を

及ぼすことがないように、定期的に当該利便施設等又は通路等の巡回及び

保守点検を行い、並びに通行の支障となる損傷の修繕又は物件の除却を行

うことその他の当該利便施設等又は通路等の適切な維持管理を行うことと

する。 

 

○ 道路法第４８条の７（連結料の徴収） 

（法律） 

第４８条の７ 道路管理者は、第４８条の４第２号又は第３号に掲げる施設

の自動車専用道路との連結につき、連結料を徴収することができる。 

２ 前項の規定による連結料の額の基準及び徴収方法は、道路管理者である

地方公共団体の条例（指定区間内の国道にあつては、政令）で定める。 

 



 

○ 道路法施行令第１９条の１７（指定区間内の国道に係る連結料の額の基準） 

（政令） 

第１９条の１７ 指定区間内の国道に係る法第４８条の７第１項の規定に

よる連結料の額の基準は、次のとおりとする。 

 一 次に掲げる額の合計額の範囲内であること。 

 イ 当該自動車専用道路と連結する法第４８条の４第２号に掲げる施

設（以下この条において「連結利便施設等」という。）の用に供する

土地又は当該自動車専用道路と連結する同条第３号に掲げる施設

（以下この条において「連結通路等」という。）及び当該連結通路等

によつて自動車専用道路と連絡する同条第２号に掲げる施設（以下

この条において「連絡施設」という。）の用に供する土地と当該連結

利便施設等又は連絡通路等が自動車専用道路に連結しないものとし

た場合のこれらの土地との国土交通省令で定めるところにより算定

した地代の差額に相当する額 

 ロ 当該連結利便施設等又は連結通路等と連結することにより追加的

に必要を生じた当該自動車専用道路の管理に要する費用の額（以下

「追加管理費用額」という。） 

 二 追加管理費用額を下回らないこと。 

 三 連結利便施設等又は連絡施設の規模、用途その他の状況に応じて公

正妥当なものであること。 

 

○ 道路法施行令第１９条の１８（指定区間内の国道に係る連結料の徴収方法） 

（政令） 

第１９条の１８ 指定区間内の国道に係る法第４８条の７第１項の規定に

よる連結料は、毎年度、当該年度分を６月３０日（追加管理費用額に相当

する分にあつては、翌年の６月３０日）までに一括して徴収するものとす

る。ただし、次の各号に掲げる連結料は、当該各号に定める日から３月以
内に一括して徴収するものとする。 

 一 連結許可の日の属する年度分の連結料（追加管理費用額に相当する

分を除く。）当該連結許可の日 

 二 法第４８条の１０の規定により連結許可に翌年度以降にわたらない

期限が付された場合における追加管理費用額に相当する分又は同条の

規定により連結許可に翌年度以降にわたる期限が付された場合におけ

る最終年度の追加管理費用額に相当する分の連結料 当該期限が到来

した日の翌日 

２ 前項の連結料は、納入告知書により徴収するものとする。 

３ 第１項の連結料で既に徴収したものは、返還しない。ただし、道路管理

者が法第７１条第２項の規定により連結許可を取消した場合において、既

に徴収した連結料の額が当該連続許可の日から当該連結許可の取消しの

日までの期間につき算出した連結料の額を超えるときは、その超える額の

連結料は、返還する。 

 



 

○ 道路法施行規則第４条の１３の７（地代の差額に相当する額の算定方法） 

（省令） 

第４条の１３の７ 令第１９条の１７第１号イの地代の差額に相当する額は、近傍類似

の土地（近傍に類似の土地が存しない場合には、立地条件、収益性その他の土地価

格形成上の諸要素が類似した土地。以下この条において同じ。）の時価に期待利回り

を乗じて得た額、近傍類似の土地の純地代から算定される推定の純地代に相当する

額及び利便施設等において通常得られる売上収入額に第４条の５の２第１項各号に

掲げる場合の区分に応じて当該各号に定める割合を乗じて得た額を勘案して算出す

る、自動車専用道路と連結する利便施設等（以下この条において「連結利便施設等」

という。）の用に供する土地又は自動車専用道路と連結する通路等（以下この条にお

いて「連結通路等」という。）及び当該連結通路等によつて自動車専用道路と連絡す

る利便施設等（以下この条において「連絡施設」という。）の用に供する土地と当該

連結利便施設等又は当該連結通路等が自動車専用道路に連結しないものとした場合

の当該土地との純地代の額の差額に相当する額（当該連結利便施設等又は当該連結

通路等及び当該連絡施設の用に供する土地に係る公租公課に相当する額が当該連結

利便施設等又は当該連結通路等が自動車専用道路に連結しないものとした場合の公

租公課に相当する額を上回る場合にあつては、その差額を控除した額）とする。 

 

○ 高速自動車国道法第１１条の４（連結料の徴収） 

（法律） 

第１１条の４ 国は、第１１条第２号又は第３号に掲げる施設の高速自動車国道との連

結につき、連結料を徴収することができる。 

２ 前項の規定による連結料の額の基準及び徴収方法は、政令で定める。 

３ 第１項の規定に基づく連結料は、国の収入とする。 

 

○ 高速自動車国道法施行令第８条（連結料の額の基準） 

（政令） 

第８条 法第１１条の４第１項の連結料の額の基準は、次のとおりとする。 

 一 次に掲げる額の合計額の範囲内であること。 

 イ 当該高速自動車国道と連結する法第１１条第２号に掲げる施設（以下この

条において「連結利便施設等」という。）の用に供する土地又は当該高速自動

車国道と連結する同条第３号に掲げる施設（以下この条において「連結通路等」

という。）及び当該連結通路等によつて高速自動車国道と連絡する同条第２号

に掲げる施設（以下この条において「連絡施設」という。）の用に供する土地

と当該連結利便施設等又は連絡通路等が高速自動車国道に連結しないものと

した場合のこれらの土地との国土交通省令で定めるところにより算定した地

代の差額に相当する額 

 ロ 当該連結利便施設等又は連結通路等と連結することにより追加的に必要を生じ

た当該高速自動車国道の管理に要する費用の額（以下「追加管理費用額」という。） 

 二 追加管理費用額を下回らないこと。 

 三 連結利便施設等又は連絡施設の規模、用途その他の状況に応じて公正妥当なも

のであること。 
 



 

○ 高速自動車国道法施行令第９条（連結料の徴収方法） 

（政令） 

第９条 法第１１条の４第１項の連結料は、毎年度、当該年度分を６月３０

日（追加管理費用額に相当する分にあつては、翌年の６月３０日）までに

一括して徴収するものとする。ただし、次の各号に掲げる連結料は、当該

各号に定める日から３月以内に一括して徴収するものとする。 

一 連結許可の日の属する年度分の連結料（追加管理費用額に相当する

分を除く。）当該連結許可の日 

二 法第１１条の７の規定により連結許可に翌年度以降にわたらない

期限が付された場合における追加管理費用額に相当する分又は同条の

規定により連結許可に翌年度以降にわたる期限が付された場合におけ

る最終年度の追加管理費用額に相当する分の連結料 当該期限が到来

した日の翌日 

２ 前項の連結料は、納入告知書により徴収するものとする。 

３ 第１項の連結料で既に徴収したものは、返還しない。ただし、国土交通

大臣が法第１１条の８第１項において準用する道路法第７１条第２項の

規定により連結許可を取り消した場合において、既に徴収した連結料の額

が当該連結許可の日から当該連結許可の取消しの日までの期間につき算

出した連結料の額を超えるときは、その超える額の連結料は、返還する。 

 

○ 高速自動車国道法施行規則第８条（地代の差額に相当する額の算定方法） 

（省令） 

第８条 令第８条第１号イの地代の差額に相当する額は、近傍類似の土地

（近傍に類似の土地が存しない場合には、立地条件、収益性その他の土

地価格形成上の諸要素が類似した土地。以下この条において同じ。）の時

価に期待利回りを乗じて得た額、近傍類似の土地の純地代から算定され

る推定の純地代に相当する額及び利便施設等において通常得られる売上

収入額に道路法施行規則（昭和２７年建設省令第２５号）第４条の５の

２第１項各号に掲げる場合の区分に応じて当該各号に定める割合を乗じ

て得た額を勘案して算出する、高速自動車国道と連結する利便施設等（以

下この条において「連結利便施設等」という。）の用に供する土地又は高

速自動車国道と連結する通路等（以下この条において「連結通路等」と

いう。）及び当該連結通路等によつて高速自動車国道と連絡する利便施設

等（以下この条において「連絡施設」という。）の用に供する土地と当該

連結利便施設等又は当該連結通路等が高速自動車国道に連結しないもの

とした場合の当該土地との純地代の額の差額に相当する額（当該連結利

便施設等又は当該連結通路等及び当該連絡施設の用に供する土地に係る

公租公課に相当する額が当該連結利便施設等又は当該連結通路等が高速

自動車国道に連結しないものとした場合の公租公課に相当する額を上回

る場合にあつては、その差額を控除した額）とする。 

 



 

○ 道路法施行規則第４条の５の２（休憩所等の売上収入額に応じて算定する額） 
（省令） 
第４条の５の２ 令第１９条の２第１項の国土交通省令で定めるところに

より算定する額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じて当該各号に掲げ
る割合を占用面積１平方メートルにつき１年当たりの同項に規定する売
上収入額に乗じて得た額とする。 

  一 近傍類似の土地（近傍に類似の土地が存しない場合には、立地条件、
収益性等土地価格形成上の諸要素が類似した土地。以下この条におい
て同じ。）が賃貸されている場合 

    当該近傍類似の土地の１年当たりの賃貸料から当該賃貸料に含ま
れている修繕費、管理事務費、公租公課その他必要な経費を控除して
得た額の当該近傍類似の土地に存する施設において行われる営業に
より得られる１年当たりの売上収入額に対する割合 

  二 近傍類似の土地に存する施設が賃貸されている場合（前号に掲げる場合を除く。） 
    当該施設の１年当たりの賃貸料から当該賃貸料に含まれている償

却額、修繕費、管理事務費、損害保険料、空室等による損失を補填す
るための引当金、公租公課その他必要な経費を控除して得た額（次項
において「純賃料」という。）のうち土地に係る部分として負担させ
ることが適当な額の当該施設において行われる営業により得られる
１年当たりの売上収入額に対する割合 

２ 前項第２号の土地に係る部分として負担させることが適当な額は、当該
近傍類似の土地の時価及び当該施設の建設に要する費用の合算額に占め
る当該近傍類似の土地の時価の割合を純賃料に乗じて得た額を基礎とし
て算出するものとする。 

 

○ 道路法第４８条の８（連結許可等に基づく地位の承継） 

（法律） 
第４８条の８ 相続人、合併又は分割により設立される法人その他の連結許

可等を受けた者の一般承継人（分割による承継の場合にあつては、連結許
可等に係る自動車専用道路と連結する施設を承継する法人に限る。）は、
被承継人が有していた当該連結許可等に基づく地位を承継する。 

２ 前項の規定により連結許可等に基づく地位を承継した者は、その承継の
日の翌日から起算して３０日以内に、道路管理者にその旨を届け出なけれ
ばならない。 

 

○ 道路法第４８条の９ 

（法律） 
第４８条の９ 道路管理者の承認を受けて連結許可等に係る自動車専用道路

と連結する施設を譲り受けた者は、譲渡人が有していたその連結許可等に
基づく地位を承継する。 

 



 

○ 高速自動車国道法第１１条の５（連結許可等に基づく地位の承継） 

（法律） 
第１１条の５ 相続人、合併又は分割により設立される法人その他の連結許可

等を受けた者の一般承継人（分割による承継の場合にあつては、連結許可等
に係る高速自動車国道と連結する施設を承継する法人に限る。）は、被承継人
が有していた当該連結許可等に基づく地位を承継する。 

２ 前項の規定により連結許可等に基づく地位を承継した者は、その承継の日の翌日
から起算して３０日以内に、国土交通大臣にその旨を届け出なければならない。 

 

○ 高速自動車国道法第１１条の６ 

（法律） 

第１１条の６ 国土交通大臣の承認を受けて連結許可等に係る高速自動車国道と連結する

施設を譲り受けた者は、譲渡人が有していたその連結許可等に基づく地位を承継する。 

 
○ 道路法第４８条の１０（連結許可等の条件） 

（法律） 

第４８条の１０ 道路管理者は、連結許可等又は前条の承認には、自動車専用

道路の管理のため必要な範囲内で条件を付することができる。 

 
○ 高速自動車国道法第１１条の７（連結許可等の条件等） 

（法律） 

第１１条の７ 国土交通大臣は、連結許可等又は前条の承認には、高速自動車

国道の管理のため必要な範囲内で条件を付することができる。 

 



 

○ 道路法第７１条（道路管理者等の監督処分） 

（法律） 

第７１条 道路管理者は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、この法律

又はこの法律に基づく命令の規定によつて与えた許可若しくは承認を取り消

し、その効力を停止し、若しくはその条件を変更し、又は行為若しくは工事の

中止、道路（連結許可等に係る自動車専用道路と連結する施設を含む。以下こ

の項において同じ。）に存する工作物その他の物件の改築、移転、除却若しく

は当該工作物その他の物件により生ずべき損害を予防するために必要な施設

をすること若しくは道路を原状に回復することを命ずることができる。 

  一 この法律若しくはこの法律に基づく命令の規定又はこれらの規定に基

づく処分に違反している者 

  二 この法律又はこの法律に基づく命令の規定による許可又は承認に付し

た条件に違反している者 

  三 詐欺その他不正な手段によりこの法律又はこの法律に基づく命令の規

定による許可又は承認を受けた者 

２ 道路管理者は、左の各号の一に該当する場合においては、この法律又はこの

法律に基く命令の規定による許可又は承認を受けた者に対し、前項に規定する

処分をし、又は措置を命ずることができる。 

  一 道路に関する工事のためやむを得ない必要が生じた場合 

  二 道路の構造又は交通に著しい支障が生じた場合 

  三 全２号に掲げる場合の外、道路の管理上の事由以外の事由に基く公益上

やむを得ない必要が生じた場合 

３ 前２項の規定により必要な措置をとることを命じようとする場合において、

過失がなくて当該措置を命ずべき者を確知することができないときは、道路管

理者は、その者の負担において、当該措置を自ら行い、又はその命じた者若し

くは委任した者にこれを行わせることができる。この場合においては、相当の

期限を定めて、当該措置を行うべき旨及びその期限までに当該措置を行わない

ときは、道路管理者又はその命じた者若しくは委任した者が当該措置を行う旨

を、あらかじめ公告しなければならない。 

４～７ （略） 

 



 

○ 道路法第７３条（負担金等の強制徴収） 

（法律） 

第７３条 この法律、この法律に基づく命令若しくは条例又はこれらによつてした処分

により納付すべき負担金、占用料、駐車料金、割増金、料金又は連結料（以下これら

を「負担金等」という。）を納付しない者がある場合においては、道路管理者は、督促

状によつて納付すべき期限を指定して督促しなければならない。 

２ 前項の場合においては、道路管理者は、条例（指定区間内の国道にあつては、政令）

で定めるところにより、手数料及び延滞金を徴収することができる。ただし、手数料

の額は督促状の送付に要する費用を勘案して定め、延滞金は、１４．５パーセントの

割合を乗じて計算した額を超えない範囲内で定めなければならない。 

３ 第１項の規定による督促を受けた者がその指定する期限までにその納付すべき金額

を納付しない場合においては、道路管理者は、国税滞納処分の例により、前二項に規

定する負担金等並びに手数料及び延滞金を徴収することができる。この場合における

負担金等並びに手数料及び延滞金の先取特権の順位は、国税及び地方税に次ぐものと

する。 

４ 手数料及び延滞金は、負担金等に先だつものとする。 

５ 負担金等並びに手数料及び延滞金を徴収する権利は、５年間行わない場合において

は、時効に因り消滅する。 

 

○ 高速自動車国道法第１１条の８（連結許可等に対する監督処分等） 

（法律） 

第１１条の８ 道路法第７１条第１項から第３項までの規定は、連結許可等及び連結許

可等に係る高速自動車国道と連結する施設について準用する。この場合において、同

条第１項から第３項までの規定中「道路管理者」とあるのは「国土交通大臣」と、同

条第１項及び第２項中「この法律」とあるのは「高速自動車国道法」と、同条第１項

中「連結許可等に係る自動車専用道路と連結する施設」とあるのは「高速自動車国道

法第１１条の２第１項又は第５項の許可に係る高速自動車国道と連結する施設」と読

み替えるものとする。 

２ 道路法第７３条の規定は、第１１条の４第１項の規定に基づく連結料の徴収につい

て準用する。この場合において、同法第７３条第１項から第３項までの規定中「道路

管理者」とあるのは「国」と、同条第２項中「条例（指定区間内の国道にあつては、

政令）」とあるのは「政令」と読み替えるものとする。 

 

 

 



 

○ 高速自動車国道法施行令第１０条（手数料及び延滞金の額） 

（政令） 

第１０条 法第１１条の８第２項において準用する道路法第７３条第２項の

規定により国が徴収する手数料の額は、督促状１通につき郵便法（昭和２２

年法律第１６５号）第２２条第１項に規定する通常葉書の料金の額を超えな

い範囲内において国土交通大臣が定める額とする。 

２ 法第１１条の８第２項において準用する道路法第７３条第２項の規定により国が徴

収することができる延滞金は、当該督促に係る連結料の額が千円以上である場合に徴

収するものとし、その額は、納付すべき期限の翌日から連結料の納付の日までの日数

に応じ連結料の額に年１０．７５パーセントの割合を乗じて計算した額とする。この

場合において、連結料の額の一部につき納付があつたときは、その納付の日以後の期

間に係る延滞金の計算の基礎となる連結料の額は、その納付のあつた連結料の額を控

除した額による。 

３ 前項の延滞金は、その額が百円未満であるときは、徴収しないものとする。 

４ （略） 

 

○ 道路法第１０２条 

（法律） 

第１０２条 次の各号のいずれかに該当する者は、百万円以下の罰金に処する。 

一～三 （略） 

四 第７１条第１項又は第２項（第９１条第２項においてこれらの規定を準用する場

合を含む。）の規定による道路管理者の命令に違反した者 

 五 （略） 

 

○ 高速自動車国道法第２８条の２ 

（法律） 

第２８条の２ 第１１条の８第１項において準用する道路法第７１条第１項又は第２項

の規定による国土交通大臣の命令に違反した者は、百万円以下の罰金に処する。 

 

○ 道路法第１０５条 

（法律） 

第１０５条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その

法人又は人の業務に関し、前６条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その

法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 



 

○ 高速自動車国道法第３２条 

（法律） 

第３２条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法

人又は人の業務に関し、第２８条の２から前条までの違反行為をしたときは、行為者を罰

するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金刑を科する。 

 

○ 道路法第１０６条 

（法律） 

第１０６条 第４８条の８第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした

者は、十万円以下の過料に処する。 

 

○ 高速自動車国道法第３２条の２ 

（法律） 

第３２条の２ 第１１条の５第２項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出を

した者は、十万円以下の過料に処する。 

 

○ 道路法第２４条（道路管理者以外の者の行う工事） 

（法律） 

第２４条 道路管理者以外の者は、第１２条、第１３条第３項又は第１９条から第２２条ま

での規定による場合の外、道路に関する工事の設計及び実施計画について道路管理者の承

認を受けて道路に関する工事又は道路の維持を行うことができる。但し、道路の維持で政

令で定める軽易なものについては、道路管理者の承認を受けることを要しない。 

 



 

○ 道路法第３２条（道路の占用の許可） 

（法律） 

第３２条 道路に次の各号のいずれかに掲げる工作物、物件又は施設を設け、継続して

道路を使用しようとする場合においては、道路管理者の許可を受けなければならない。 

  一 電柱、電線、変圧塔、郵便差出箱、公衆電話所、広告塔その他これらに類する工作物 

  二 水管、下水道管、ガス管その他これらに類する物件 

  三 鉄道、軌道その他これらに類する施設 

  四 歩廊、雪よけその他これらに類する施設 

  五 地下街、地下室、通路、浄化槽その他これらに類する施設 

  六 露店、商品置場その他これらに類する施設 

  七 前各号に掲げるものを除く外、道路の構造又は交通に支障を及ぼす

虞のある工作物、物件又は施設で政令で定めるもの 

２ 前項の許可を受けようとする者は、左の各号に掲げる事項を記載した申

請書を道路管理者に提出しなければならない。 

  一 道路の占用（道路に前項各号の一に掲げる工作物、物件又は施設を

設け、継続して道路を使用することをいう。以下同じ。）の目的 

  二 道路の占用の期間 

  三 道路の占用の場所 

  四 工作物、物件又は施設の構造 

  五 工事実施の方法 

  六 工事の時期 

  七 道路の復旧方法 

３ 第一項の規定による許可を受けた者（以下「道路占用者」という。）は、

前項各号に掲げる事項を変更しようとする場合においては、その変更が道

路の構造又は交通に支障を及ぼす虞のないと認められる軽易なもので政令

で定めるものである場合を除く外、あらかじめ道路管理者の許可を受けな

ければならない。 

４～５ （略） 

 



 

○ 道路法第３８条（道路管理者の道路の占用に関する工事の施行） 

（法律） 

第３８条 道路管理者は、道路の構造を保全するために必要があると認める場合

又は道路占用者の委託があつた場合においては、道路の占用に関する工事で道

路の構造に関係のあるものを自ら行うことができる。 

２ （略） 

 

○ 道路構造令第４条（設計車両） 

（政令） 

第４条 道路の設計にあたつては、第一種、第二種、第三種第一級又は第四種第

一級の普通道路にあつては小型自動車及びセミトレーラ連結車（自動車と前車

軸を有しない被牽引車との結合体であつて、被牽引車の一部が自動車にのせら

れ、かつ、被牽引車及びその積載物の重量の相当の部分が自動車によつて支え

られるものをいう。以下同じ。）が、その他の普通道路にあつては小型自動車

及び普通自動車が、小型道路にあつては小型自動車等が安全かつ円滑に通行す

ることができるようにするものとする。 

２ 道路の設計の基礎とする自動車（以下「設計車両」という。）の種類ごとの

諸元は、それぞれ次の表に掲げる値とする。 

諸元（ｍ） 

設計車両 

長 さ 幅 高 さ 前端オーバ 

ハング 

軸 距 後端オーバ 

ハング 

最小回転 

半径 

小型自動車 ４．７ １．７ ２．０ ０．８ ２．７ １．２ ６．０ 

小型自動車等 ６．０ ２．０ ２．８ １．０ ３．７ １．３ ７．０ 

普通自動車 １２．０ ２．５ ３．８ １．５ ６．５ ４．０ １２．０ 

セミトレーラ連結車 １６．５ ２．５ ３．８ １．３ 
前軸距４．０

後軸距９．０ 
２．２ １２．０ 

この表において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

 一 前端オーバハング 車体の前面から前輪の車軸の中心までの距離をいう。 

 二 軸距 前輪の車軸の中心から後輪の車軸の中心までの距離をいう。 

 三 後端オーバハング 後輪の車軸の中心から車体の後面までの距離をいう。 
 

 



 

１１．ご相談窓口 

都道府県名 ご 相 談 窓 口 

福井県 

近畿地方整備局 福井河川国道事務所 

〒９１８－８０１５ 福井市花堂南２－１４－７ 

TEL０７７６－３５－２６６１（代） 

調査第二課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

道路管理課（連結手続に関する問合せ及び既供用道路の構造に関する問合せ） 

※現在までのところ、福井河川国道事務所が管理する高速道路はありません。 

滋賀県 

近畿地方整備局 滋賀国道事務所 

〒５２０－０８０３ 大津市竜が丘４－５ 

TEL０７７－５２３－１７４１（代） 

調 査 課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道１６１号 西大津バイパス・志賀バイパス 

京都府 

近畿地方整備局 福知山河川国道事務所 

〒６２０－０８７５ 福知山市堀小字今岡２４５９－１４ 

TEL０７７３－２２－５１０４（代） 

調査第二課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

道路管理課（連結手続に関する問合せ及び既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道４７８号 丹波綾部道路 

近畿地方整備局 京都国道事務所 

〒６００－８２３４ 京都市下京区西洞院通塩小路下ル南不動堂町８０８ 

TEL０７５－３５１－３３００（代） 

調 査 課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※現在までのところ、京都国道事務所が管理する高速道路はありません。 

大阪府 

近畿地方整備局 大阪国道事務所 

〒５３６－０００４ 大阪市城東区今福西２－１２－３５ 

TEL０６－６９３２－１４２１（代） 

管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道２６号 第二阪和国道 

近畿地方整備局 浪速国道事務所 

〒５７３－００９４ 枚方市南中振３－２－３ 

TEL０７２－８３３－０２６１ 

調査第二課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

工 務 課（連結手続に関する問合せ） 

 



 

 

 

 ※一般国道２６号 第二阪和国道 

都道府県名 ご 相 談 窓 口 

兵庫県 

近畿地方整備局 姫路河川国道事務所 

〒６７０－０９４７ 姫路市北条１－２５０ 

TEL０７９２－８２－８２１１～７ 

調 査 第 一 課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

道路管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

道路管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道２号 加古川バイパス・姫路バイパス・太子龍野バイパス 

近畿地方整備局 豊岡河川国道事務所 

〒６６８－００２５ 豊岡市幸町１０－３ 

TEL０７９６－２２－３１２６（代） 

調 査 課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

道路管理課（連結手続に関する問合せ及び既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道４８３号 北近畿豊岡自動車道 

近畿地方整備局 兵庫国道事務所 

〒６５０－００４２ 神戸市中央区波止場町３－１１ 

TEL０７８－３３４－１６００（代） 

調 査 課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道２号 浜手バイパス 

※一般国道４８３号 北近畿豊岡自動車道 

奈良県 

近畿地方整備局 奈良国道事務所 

〒６３０－８１１５ 奈良市大宮町３－５－１１ 

TEL０７４２－３３－１３９１（代） 

調査第一課・調査第二課（未供用道路の計画に関する問合せ） 

管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道２４号 京奈和自動車道 

※一般国道２５号 名阪国道 



 

 

 

都道府県名 ご 相 談 窓 口 

和歌山県 

近畿地方整備局 和歌山河川国道事務所 

〒６４０－８２２７ 和歌山市西汀丁１６番 

TEL０７３－４２４－２４７１ 

調 査 第 二 課（未供用道路の構造に関する問合せ） 

道路管理第一課（連結手続に関する問合せ） 

道路管理第二課（既供用道路の構造に関する問合せ） 

※一般国道２４号 京奈和自動車道 

※一般国道２６号 第二阪和国道 

近畿地方整備局 紀南河川国道事務所 

〒６４６－０００３ 田辺市中万呂１４２ 

TEL０７３９－２２－４５６４ 

調 査 課（未供用道路の構造に関する問合せ） 

道路管理課（連結手続に関する問合せ及び既供用道路の構造に関する問合せ） 

※高速自動車国道 近畿自動車道松原那智勝浦線 

管内全域 

近畿地方整備局 道路部 

〒５４０－８５８６ 大阪市中央区大手前三丁目１番４１号 

TEL０６－６９４２－１１４１ 

路 政 課 

道路計画第一課 

道路管理課 


